




The Legal Theory of Regulatory Framework against  
Abuses of the Buyer Power； 
“Extended General Equilibrium”  
vs. “Contested Exchange” 
 



















れている1。欧州委員会（European Commission）は、2009 年 10 月「欧州食
品サプライチェーンの機能改善」（“A better functioning food supply chain in 
Europe”）の指標のもとに事業者間（business-to-business）の不公正取引慣行
が食品サプライチェーンの発展に障害となることを指摘して、規制の枠組み作





イチェーン・イニシアチブ（The Supply Chain Initiative）」は、その独自な
行動綱領（「食品サプライチェーンにおける垂直的関係：適正慣行原則」）にも






州委員会は、2014 年 7 月の議会宛て報告書において、自己規制団体の運用動
向、加盟国の規制及び立法の進捗状況を継続的に注視し、EU としてさらなる
行動が望まれるかを判断して 2015 年末に報告書を公表するとしている2。 
このような欧州における不公正な取引慣行の規制の状況に関連しては、すで
に EU の規制について多田英明教授による公取委・競争政策研究センター報告
                                                          














すなわち 2014 年 2 月に欧州委員会及び域内市場総局8に提出された、「小売
サプライチェーンの事業者間不公正取引慣行をカバーする法的枠組みの研究；
最終報告書」である9。報告書は、その法的分析がブリュッセルの欧州政策研究
                                                          
3 多田教授の執筆部分は以下の通りである。公正取引委員会・競争政策研究センター
「諸外国における優越的地位の濫用規制等の分析」（2014 年）第 1 章「各国・地域




（2014 年 11 月 769 号）40 頁以下。 
5 芦川研究員の執筆部分は以下の通りである。前掲註 3「諸外国における優越的地位
の濫用規制等の分析」第 1 章から、「第 2 節イギリス」36 頁以下。 
6 柴田教授による執筆部分は以下の通りである。前掲註 3「諸外国における優越的地
位の濫用規制等の分析」第 1 章から、「第 4 節ドイツ」70 頁以下。 
7 拙稿・「ドイツ競争法制における『利益強要（Anzapfen）』の禁止―自由保護と公正
保護を架橋する競争歪曲の概念【1】・【2 完】」47 巻 1 号（2012 年）69 頁以下、2
号（2012 年）1 頁以下（拙稿・利益強要 1・2 と略称）、同「ドイツにおける需要力
の規制理論―競争法学説についての近時の展開―」高千穂論叢 47 巻 4 号（2013 年）
1 頁以下、同「ドイツ酪農乳業における需要力の濫用―連邦カルテル庁による調査
報告の検討」高千穂論叢 48 巻 1・2 号（2013 年）61 頁以下、同「需要力濫用規制
の新展開―英国綱領審判官制度の検討」高千穂論叢 49 巻 1 号（2014 年）1 頁以下。 
8 EU 域内市場総局は、現在「域内市場、産業、企業及び中小企業総局（The 
Directorate-General (DG) for Internal Market, Industry, Entrepreneurship and 
SMEs）」となっている。（European Commission ＞ Growth ＞ The Directorate- 
General (DG) for Internal Market, Industry, Entrepreneurship and SMEs の HP
より検索） 
9 Study on the Legal Framework Covering Business-to-Business Unfair Trading 
Practices in the Retail Supply Chain, Final Report（ 26 Feb. 2014）（DG 
4 
センター（The Centre for European Policy Studies）とフィレンツェの欧州大学











                                                                                                                                 
MARKET/2012/049/E）（本報告書は欧州委員会及び域内市場総局に提出された。）
（インターネットの European Commission ＞  DGs ＞  Internal Market and 
Services ＞ Studies の頁より入手）（Legal Framework と略称）． 
  本報告書は、事業者間の不公正取引慣行をカバーする法的枠組み、とりわけこれ
までの EU と加盟国の立法による規制と私的当事者による規制について、比較法的
分析に焦点をあてた研究である。その作成には、欧州大学院大学（College of Europe, 
ブルッヘ）、欧州大学院（the European University Institute, フィレンツェ）、欧州
政策研究センター（The Centre for European Policy Studies ;CEPS, ブリュッセ
ル）、EU 域内市場・サービス総局（Internal Market and Services DG）が携わっ









































































































2009 年 3 月 17 日欧州委員会は、農業／食品産業分野の維持可能な発展と競
争力強化のための、短期、中期そして長期の公共政策及び規制の枠組みについ





                                                          
13 2008/359/EC: Commission Decision of 28 April 2008 setting up the High Level 
Group on the Competitiveness of the Agro-Food Industry, OJ L 120 (7.5.2008), p. 
15-16 (EUR-Lex の HP より入手). 
14 BIICL, Fair Relations（後掲註 32 参照），p3. 
15 European Commission, Report on the Competitiveness of the European 
Agro-Food Industry (17 March 2009) (Enterprise and Industry Directorate 
General, Food Industry Unit) (ec.europa.euのHPより入手) ( Commission, Report 
on the Competitiveness と略称) (ec.europa.eu/の HP より入手). 




定された点である（勧告の 15 番参照）。 
ⅱ）そこでは、「EU 全域に及ぶ行動綱領」を採択する目標が規定されていることも
看過され得ない。Commission, Report on the Competitiveness（前掲註 15 参照），
4.3.2. Relationships along the food supply chain, Recommendation no.15. 
(ec.europa.eu/の HP より入手)． 
17 High Level Group on the Competitiveness of the Agro-Food Industry, the Roadmap 

























                                                          
18 Communication from the Commission to the Council, the European Parliament, 
the European Economic and Social Committee and the Committee of the Regions 
— A better functioning food supply chain in Europe(28.Oct.2009) COM(2009) 591 
(ec.europa.eu/の HP より入手). 






因」にかかわる問題にも触れている。Ibid, COM(2009), p.6. 
10 
























                                                          
20 後掲「５．欧州委員会のグリーンペーパー」における「（３）グリーンペーパーの目
的論がかかえる問題点」を参照。 
21 Commission Decision of 30 July 2010 establishing the High Level Forum for a 
Better Functioning Food Supply Chain,OJ C 210(3.8.2010), p. 4-5、Articles 2,3,4. 
需要力濫用規制の法理論的枠組み―競争とコンフリクトの融合的把握 
11 






らなる 11 の中核メンバーから構成される24。 
 
                                                          
22 後掲（２）の１）における「適正慣行原則」（Principles of Good Practice）におけ
る「導入（Introduction）」の記述である。 
23 欧州委員会により設立された B2B プラットフォームは、欧州食品サプライチェーン
における垂直的事業者関係における不公正な契約関係の問題を考慮する目的による。
2011 年 3 月委員会は、B2B プラットフォームにたいし食品サプライチェーンにおけ
る公正慣行と不公正なそれについて複数の利害関係者と協議することを求めた。議
論の中心は、食品チェーンで運用する行為者によるありうる交渉力の非対称性と濫
用を分析し、解決策をみいだすことであった。Legal Framework（前掲註 9 参照），




24 サプライチェーン・イニチアチブ創設のため、適正慣行原則の採択に携わった 11 機
関は以下の通りである。  
 AIM(欧州ブランド連合；The European Brands Association：本部はブリュッセル)， 
 CEJA（ヨーロッパ青年農業経営者協議会；European Council of Young Farmers ), 
 CELCAA（the European Liaison Committee for Agricultural and Agri-Food Trade
欧州農産物貿易連絡委員会）， 
 CLITRAVI （ The Liaison Centre for the Meat Processing Industry in the 
European Union；EU 食肉加工業連絡センター）， 
 Copa Cogeca（欧州農業組織委員会／欧州農業共同組合委員会）， 
 ERRT（European Retail Round Table；欧州小売業円卓会議） 
 Euro Commerce（欧州商工会議所）， 
 Euro Coop（欧州消費者共同組合連合、事務局はブリュッセル）， 
 FoodDrinkEurope（欧州食品産業連合）， 
 UEAPME（European Association of Craft, Small and Medium-sized Enterprises；
欧州クラフト・中小企業同盟）and Independent Retail Europe（欧州自営小売業者
連盟；従前の UGAL；食品共同購入連盟）． 
Framework for the implementation and enforcement of the principles of good 
practice in vertical relations in the food supply chain (25th Jan. 2013) 




かかる複数関係者による協議の成果は、2011 年 11 月 29 日、「食品サプライ
チェーンにおける垂直的関係：適正慣行原則」（以下、「2011 年垂直的関係」と
略す。）として、不公正取引慣行の自己規制にかかわる行動綱領にまとめられた25。 















チブ」（2013 年 9 月運用開始）の組織によれば、契約自由の尊重と競争力確保
をビジネスの行動枠組みとすると特徴づけがなされている26。 
 
                                                          
25 Vertical relationships in the Food Supply Chain: Principles of Good Practice. 
Proposed by the following core members of the B2B platform. AIM. CEJA. 
CELCAA. CLITRAVI. Copa Cogeca. ERRT. EuroCommerce, Euro Coop, 
FoodDrinkEurope, UEAPME, UGAL（29 Nov. 2011）．（ ec.europa.eu/digital- 



















































                                                          














た分析の成果を紹介した。それによると、下記本文に掲記した a から f のような市
場及び取引の指標を用いて、総体として、大規模スーパー、特に４大食品雑貨スー
パーの経済的優位と供給業者の経済的劣位を明らかにしている。拙稿・綱領審判官
（前掲註 7 参照）、119 頁以下。また競争委員会は、これ以外の証拠として、大規模
スーパーと供給業者の取引実態を示す調査からも前者の経済的優位を導いている。

































































て⑦正当される要求の 7 項目について規定している30。 
「公正慣行/不公正慣行例一覧」は 11 の慣行について、それぞれ不公正慣行
の例と公正慣行の例が示された31。 
                                                          






















 引用は、Principles of Good Practice（前掲註 25 参照）における“Practice”，“Example 
of unfairpractice”，“Example of fair practice”の記述である。 
表１；「適正慣行原則」における公正慣行／不公正慣行例一覧 










































































































                                                                                                                                 
品揃え協賛金 













































32 Recommendations to the EU High Level Forum for a Better Functioning Food 
Supply Chain in Relation to Business to Business  Contractual Practices Expert 
Platform’s Forthcoming Work Exploring “Code” Implementation Options 
（www.europarl.europa.eu の HP より入手）． 
  本勧告は、国際消費者機構（CI；後掲註 69 参照）、オックスファン・ドイツ（Oxfam 
Deutschland；世界 90 カ国以上で活動する国際協力団体のドイツ支部。世界 17 の
国・地域に拠点を置き、貧困克服を支援）、SOMO（多国籍企業調査研究所；center 
for research on multinational corporations）などの市民活動グループ 6 組織により
20 
* 2013 年 1 月 31 日、欧州議会は、EU の小売業の競争力を高め、その部門に
おける経済的、環境、そして社会的成果を改善する戦略を設定することによ
り小売業における単一市場を達成する障害を除くための「欧州小売業活動計
画（European Retail Action Plan）33」について、議会独自のイニシアチブ
から報告書を公表した34。 
                                                                                                                                 
合同してまとめられ、上記閣僚級フォーラムによる 2011 年 11 月 29 日の会合に提
出された。 




（climate of fear）」を阻止するため必要とする。 
  本勧告は、英国国際法比較法研究所（British Institute of International and 
Comparative Law; BIICL）が 2012 年に EU における不公正慣行規制に関して調査
した報告書 Models of Enforcement in Europe for Relations in the Food Supply 
Chain の末尾に、付録（ANNEXⅢ, p.41-44）として添付されている（www.biicl.org 
の HP より入手）。 
33 Communication from the Commission to the European Parliament, the Council, 
the European Economic and Social Committee and the Committee of the Regions 
– Setting up a European retail action plan. COM(2013) 36 final. 
（www.europarl.europa.eu の HP より入手） 
34 Report on the European Retail Action Plan for the benefit of all actors 
（2013/2093(INI)）Committee on the Internal Market and Consumer Protection
（www.europarl.europa.eu の HP より入手）． 
 （14 Nov. 2013）（A7-0374/2013）（報告担当者は Cornelis de Jong の名があがって























（１）2013 年 1 月、上記「2011 年垂直的関係」の協議をおこなった前記 11 機関
のうち 8 機関は、同原則のボランタリーな執行をおこなうための枠組みを創
設する合意をした。同イニシアチブは 2013 年 9 月 16 日運用を開始した36。 
2014 年 12 月時点でサプライチェーンに登録した EU レベルで活動するグ
ループ企業は 164、加盟国レベルで活動する事業者数 863 である37。この EU
レベルのグループ企業 164 うちで、製造業者は 90、小売業者 36.5、卸は 31.5、
農業は 6 の部門別分類となる38。 
 
                                                                                                                                 
さらに報告担当者は情報源の秘匿を維持するため、事業者団体がこれらオンブズ
マン等に接触するシステムが優先されるべきとする。Ibid,pp.14-15. 
35 European Parliament resolution of 11 Dec.2013 on the European Retail Action 
Plan for the benefit of all actors（A7-0374/2013）（www.europarl.europa.eu の HP
より入手），para.E. 






きか検討すべきである。Ibid, para. 34. 
36 上記本文の記述は、サプライチェーン・イニシアチブの HP から、Home ＞ About 
the initiative ＞ The Framework を参照した。なお、上記の合意をした 8 機関は以
下の通りである。 AIM、 CELCAA、 ERRT、 EuroCommerce、 Euro Coop、
FoodDrinkEurope、UEAPME、UGAL（Independent Retail Europe）。この 8 グ
ループが現サプライチェーンのガバナンスグループを構成している。その活動の紹
介は、以下の 1 周年活動報告書を参照。Supply Chain Initiative (SCI)，“1st Annual 
report”(Jan. 2015), p.13. (Home ＞ Library ＞Annual Report，の HP より入手
した）（SCI, 1st Annual report と略称）． 
37 SCI, 1st Annual report (前掲註 36 参照), p.23. 

















                                                          
39 See,Commission, COMMUNICATION・2014 (前掲註 78 参照), p.8. 
40 Commission, COMMUNICATION・2014 (前掲註 78 参照), p.8. 





43 Commission, COMMUNICATION・2014 (前掲註 78 参照), p.8.See, SCI,1st Annual 
report (前掲註 36 参照), p.11, “How does the Initiative work?” 
44 違反に対する制裁は、ウェブサイトでの企業名公表とイニチアチブからの除名措置
とされている。supplychaininitiative.eu の HP から、<Questions and answers on 



































                                                          




















































































認識を示す。Bundeskartellamt, Sektoruntersuchng Milch, Zwischenberecht, 




り除いてしまうという。A.a.O.，S. 112. 拙稿・酪農乳業（前掲註 7 参照）、110










  Mestmäcker, Der verwaltete Wettbewerb（Mohr Siebeck,1984）S.283f. 拙
























































                                                          





































                                                          
50 本稿巻末の「付録資料（１）；欧州委員会グリーンペーパー」における「２．不公正
取引慣行の定義」の節に記載された「2.3．不公正取引慣行の潜在的効果」を参照（拙





































































































































































                                                          


























欧州経済社会評議会は 2013 年 7 月委員会のグリーンペーパーにたいする意
見書を提出した57。 
社会経済評議会の不公正取引慣行にたいする問題関心は、欧州委員会に先駆
けていた。すなわち、すでに 2005 年 11 月の大規模小売業部門に関する意見表
                                                          
57 Opinion of the European Economic and Social Committee on the Green Paper on 
unfair trading practices in the business to business food and non-food supply 





















くべきとする60。この点につき以下の二つの EU 指令が注目される。 
ひとつは事業者対消費者間の不公正取引慣行を禁ずるEU指令2005/29/EC61
                                                          
58 Opinion of the European Economic and Social Committee on The large retail sector 





とする見解を否定したものである。EESC, Opinion (前掲註 57 参照), para.2.4. 経
済社会評議会の問題意識が、欧州委員会に先駆ける点が注目される。 
59 EESC, Opinion (前掲註 57 参照), para, 2.3, 3.1.1, & 3.1.2. 
60 EESC, Opinion (前掲註 57 参照), para, 1.7. 
61 Directive 2005/29/EC of the European Parliament and of the Council of 11 May 












EU 指令 2005/29/EC との整合性を維持した規制を目指すものと考えられる。
                                                                                                                                 
internal market and amending Council Directive 84/450/EEC, Directives 
97/7/EC, 98/27/EC and 2002/65/EC of the European Parliament and of the 
Council and Regulation (EC) No 2006/2004 of the European Parliament and of 
the Council (‘Unfair Commercial Practices Directive’) (Text with EEA relevance) 
OJ L 149(11.6.2005), p. 22–39. 
62 Directive 2006/114/EC of the European Parliament and of the Council of 12 
December 2006 concerning misleading and comparative advertising, OJ L 











する」。Directive 2006/114/EC(前掲註 62 参照), Article 2(b). 
65 Opinion of the European Economic and Social Committee on the ‘Communication 
from the Commission to the European Parliament, the Council, the European 
Economic and Social Committee and the Committee of the Regions — Protecting 
businesses against misleading marketing practices and ensuring effective 
enforcement — Review of Directive 2006/114/EC concerning misleading and 
comparative advertising’ COM (2012) 702 final (2013/C 271/11) OJ L 





























                                                          
66 EESC, Opinion (前掲註 57 参照), para, 3.2.1. 
67 EESC, Opinion (前掲註 57 参照), para, 3.2.2. 











International The relationship between supermarkets and suppliers - summary




































































                                                          
70 EESC, Opinion (前掲註 57 参照), para, 3.3.1. 
71 EESC, Opinion (前掲註 57 参照), para, 3.3.2. 























                                                          
73 EESC, Opinion (前掲註 57 参照), para,3.2.2. 









EESC, Opinion, para (前掲註 57 参照), 6.3. 










（2014年 7月 15日報告書） 





のはたすべき努力を全 12 の項目にまとめ提示した79。 
かかる努力の進捗状況を見極め、欧州委員会は 2015 年末に、欧州理事会と
欧州議会に対し報告書を提出する予定である。かかる報告書により、委員会は
2014 年 7 月 15 日報告書の諸問題に対処するため、EU レベルでさらなる行動
がとられるべきであるかを判断する80。 
 
                                                          
76 EESC, Opinion (前掲註 57 参照) para, 5.1 
77 EESC, Opinion (前掲註 57 参照), para, 5.2． 
78 FROM THE COMMISSION TO THE EUROPEAN PARLIAMENT, THE 
COUNCIL, THE EUROPEAN ECONOMIC AND SOCIAL COMMITTEE AND 
THE COMMITTEE OF THE REGIONS, “Tackling unfair trading practices in the 
business-to-business food supply chain” (Strasbourg, 15.7.2014), COM(2014) 472 
final(Commission, COMMUNICATION・2014 と略称). （www.europarl.europa.eu
の HP より入手） 
79 後掲註 82,83,84 参照。 



















                                                          
81 Commission, COMMUNICATION (前掲註 78 参照)・2014 ,p. 9． 
82 欧州委員会は、サプライチェーン・イニシアチブによるボランタリーな行動綱領を
推進する企てについて、その政策上の優位を確認したうえで、利害関係者に期待さ







































ている。Commission, COMMUNICATION・2014 (前掲註 78 参照), pp. 9-10. 
83 委員会が加盟国に「適正慣行原則」にかかわって不公正な取引慣行の規制で求める
事がらは、次のようになる。Commission, COMMUNICATION・2014 (前掲註 78








































COMMUNICATION・2014 (前掲註 78 参照), p. 12. 
85 Commission, COMMUNICATION・2014 (前掲註 78 参照), pp.12～13． 






















の廃棄から浪費を生む。Commission, COMMUNICATION・2014 (前掲註 78 参
照),p.5.  






期待がされる。Commission, COMMUNICATION・2014 (前掲註 78 参照),p.5. 
かかる調査結果は、2014 年 10 月に公表された欧州委員会による「現代小売業調
査」にまとめられた。後掲「８．食品チェーン実態調査と加盟国の取り組み（2014



























                                                          
88 不公正取引慣行が、供給業者のイノベーションに与える影響について調査がされて
いる。ベルギーの独立市場調査会社“Dedicated Research”（1992 年創立）が 2011
年 3 月に公表した。 
 Dedicated Research, AIM-CIAA Survey on Unfair Commercial Practices in 
Europe(March 2011),p.27.（http://ec.europa.eu/finance/index_en.htm の HP より
入手）. 
  加盟 15 ヵ国の供給業者 686 社について、不公正慣行の高コストがイノベーショ




げるとするものは、MB が 54％、Both は 48％、トータルで 52％である。 
新製品の投資コスト回収が早期あるいは不当な取引停止により困難になるとする
ものは、MB が 50％、Both は 49％、トータルで 49％である。 
メーカーブランドの物真似商品や類似商品をプライベートブランドで売り出すこ
とにより、製造業者の投資にたいする利益率を引き下げるとするものは。MBが30％、
Both は 28％、トータルで 29％である。 

























に EU レベルでさらなる行動がとられるべきであるかを判断する。 
 
                                                          




（2014年 10月 15日閣僚級フォーラム報告書） 
2014 年 10 月 15 日「食品サプライチェーン機能改善のための閣僚級フォー
ラム」は、①事業者間取引慣行、②食品及び飲料製品の域内市場、③食品供給









a)  2013 年 1 月上記「2011 年垂直的関係」の綱領を運用するサプライチェー
ン・イニチアチブが創設され、9 月から運用されたこと； 









                                                          
91 High Level Forum for a Better Functioning Food Supply Chain, Report (15 Oct. 
2014) (ec.europa.eu の HP より入手) (High Level Forum, Report 2014 と略称). 
92 High Level Forum, Report 2014 (前掲註 91 参照), pp.6 & 14. 
50 
（１）サプライチェーン・イニシアチブのさらなる整備が求められる 























動力について調査をこころみた。2014 年 10 月閣僚級フォーラム報告書は、
食品チェーン実態調査にかかわり、「現代小売業調査」の調査結果に言及し
ている94。 
                                                          
93 High Level Forum, Report 2014 (前掲註 91 参照), p.16. 
94 High Level Forum, Report 2014 (前掲註 91 参照), p.15. 
需要力濫用規制の法理論的枠組み―競争とコンフリクトの融合的把握 
51 
当該調査は、2004 年から 12 年にかけ 8 年の期間、9 の加盟国の 350 店舗
の販売スペースにおいて消費者に提供される製品について、23 の製品カテゴ
リーについて 10 万品目を超える範囲を定時に一定地点でおこなわれた。結



















                                                          
95 European Commission. The economic impact of modern retail on choice and 
innovation in the EU food sector. Final report. Report by: EY. Cambridge 
Econometrics Ltd. Arcadia International.（Sept. 2014) (ec.europa.eu/competition/ 
publications の HP より入手)（The economic impact と略称）． 
96 The economic impact (前掲註 95 参照), p. 209 (para. 9.2.2. Innovation). 
97 上記本文の分析結果は、The economic impact（前掲註 95 参照）から、“9.Resalt of 
the econometric analysis”における p.207，“Table 29: Summery of econometric 
results for key drivers : choice”の表より、“Retail concentration”の欄から“local 

























                                                                                                                                 
level”，“Supplier concentration at procurement (national) level”の項を参照。See, 
High Level Forum, Report 2014 (前掲註 91 参照), p.15. 
98 High Level Forum, Report 2014 (前掲註 91 参照), p.16. 
99 High Level Forum, Report 2014 (前掲註 91 参照), p.16. 





















                                                          
101 Legal Framework (前掲註 9 参照), p.25.「交渉にもとづく合意よりも好都合な代替































                                                                                                                                 
Ian Ayres & Barry J.Nalebuff, Common Knowledge as a Barrier to 













































                                                          
103 ⅰ）ロンドン経済研究協会による取引転換コストの定義 
  本報告書は、取引転換コストについては、2003 年に英国公正取引庁に提出された
ロンドン経済研究協会（National Economic Research Associates, London）の報告
56 
                                                                                                                                 
書、「取引転換コスト（Switching costs）」（OFT655, Economic Discussion Paper 5）





取引転換コストの諸問題をあつかう。See, ibid, 1. EzecutiveSummary, 1.1
（gov.uk/government/organisations/competition-and-markets-authority/about）． 
  なお、英国の公正取引庁（Office Fair Trading）は、2013 年企業及び規制改革法
（Enterprise and Regulatory Reform Act 2013,2013 c. 24；http://www.legislation. 
gov.uk/ukpga/2013/24/part/3/enacted）により 2014 年 4 月 1 日に廃止された。同
法は競争委員会の廃止と統合、改組をして「競争及び市場局 [Competition and 
Market Authority]」を設立した。同法の PART 3 がこの点を規定する（The 
Competition and Markets Authority Competition and Markets Authority 
homepage＜About us を参照した）。 
ⅱ）ウィリアムソンによる「取引費用経済学（transaction cost economics）」の考





ソン教授の関係特殊投資の理論をあげている。O. E. Williamson, The Economic 
Institutions of Capitalism: Firms Markets, Relational Contracting. (The Free 











































                                                                                                                                 
ることが確かな場合であるとする。Legal Framework(前掲註 9 参照), p.26.  

























                                                                                                                                 
ブ分析したものとして、参照、清水克俊・堀内昭義『インセンティブの経済学』（有









 See, Paul W. Dobson , Buyer-Driven Vertical Restraints ;  in Swedish 
Competition Authority, The Pros and Cons of Vertical Restraints( Stockholm, Nov. 
2008)( Dobson , Buyer-Driven と略称), 102,110,Table 1 – Buyer-Driven Vertical 
Restraints, Category 1. (The Swedish Competition Authority の HP より入手). 
































Buyer-Driven (前掲註 106 参照), p.108, note9. 
109 Legal Framework (前掲註 9 参照), p.27. 
110 Legal Framework (前掲註 9 参照), p.27.George J. Stigler, The Economics of 



























 Ibid,215,216 G.J.スティグラー著、南部・辰巳訳『価格の理論［4 版］』（有斐閣、
1991 年）279 頁、283 頁。 
ⅲ）さらに、成田淳司「取引動機にもとづく貨幣需要の一局面的一スティグラー教









Economic Review(2002 年 10 月)及び『富士通総研・経済研究所研究レポート』
No.138（2002 年）（jp.fujitsu.com/group/fri/downloads/report/economic-review/ 
200210/review06.pdf.）。辰巳憲一「金融活動における情報と評価：展望と論評」
学習院大学経済論集 45 巻 3 号 215-16 頁（2008）。 
111 Legal Framework(前掲註 9 参照), p.27. 
112 ブリュッセル／フィレンツェ報告書は、取引コストの問題から情報の非対称性に起
因する状況下で、強い契約当事者は戦略的な機会主義的行動をとることを指摘する。
See, Legal Framework (前掲註 9 参照), p.27. 









                                                                                                                                 
チと呼ばれるゲーム理論の２論文に依拠している。Hart& Moore, Property Rights 
and the Nature of the Firm, The Journal of Political Economy, Vol. 98, No. 
6(1990), 1119,（以下、Hart / Moore［1990］と略称）, Grossman & Hart,  The costs 
and benefits of ownership: A theory of vertical and lateral integration. Journal of 
















する。Hart / Moore［1990］p.1121. 鈴木豊「『グロスマン+ハートの不完備契約理
論』と垂直統合型多国籍企業（VMNEs）の出現―新たな概念的枠組みの適用」経




権（residual rights of control）」をもつ。 
すなわち、その所有者は、以前に結ばれた契約、慣習、あるいは法との間の不整
合性をきたさないような仕方で、その資源のあらゆる利用について意思決定をおこ
なう権利をもつとされる。Oliver Hart, Firms Contracts,and Financial Structure 
(1995, Clarendon Press) p.30. オリバー・ハート著、鳥居昭夫訳『企業、契約、金
融構造』（2010 年、慶応出版）、40 頁以下。参照、谷口和弘「企業とは何か」三田






                                                                                                                                 
定義される。Grossman/Hart［1986］（前掲註 112 参照）p.692.この点は、以下の
敷衍的な説明から、契約形態の利用について経済学上のより広い評価を導く長所が
指摘される。すなわち、X と Y の二当事者間において X は、Y が所有する物的資産
の利用を望むのであれば、Y を買収する契約により物的資産を購入するという統合























































































































Principles of Good Practice（前掲註 25 参照）における、「表１；公正慣行/不公
正慣行例の一覧」（前掲註 31 参照）を参照。 









                                                                                                                                 
man）」のモデルをもちいることによりおこなっている。Williamson, Economic 
















入はより困難になる。Williamson, Economic Institutions(前掲註 103 参照), p.47. 
参照、ポール・ミルグラム／ジョン・ロバーツ著奥野・伊藤他訳『組織の経済学』












































大きな影響を与えている。2013 年 9 月 16 日運用を開始した EU サプライ
チェーン・イニシアチブは、コミットメントによる不公正な取引慣行をおこ




組織』（日本評論社、1980 年）44 頁以下。 
116 Legal Framework (前掲註 9 参照), p.27. 
117 Williamson, Economic Institutions (前掲註 103 参照), p47. 















                                                          
119 前掲の「４．『サプライチェーン・イニチアチブ』の創設」における（１）を参照。 
120 ミルグラム・組織（前掲註 115 参照）、173 頁。大録英一「ホールドアップ問題と優
越的地位の濫用（1）」公正取引 487 号 37 頁、大録「同・（3）」公正取引 491 号 78
頁以下、大録「同・（4）」公正取引 491 号 41 頁（1991 年）、大録「不当な廉売、差
別対価、抱き合わせ販売の区政競争阻害性について（12）」公正取引 536 号 57-58
頁（評判のメカニズムの問題点）。 




















（Bowles and Gintis 2002a, Ostrom 1990）とか、一族（Ouchi 1980）と呼ばれる
同業者のグループのような、頻繁に繰り返され、多面的で、顔の見える状況に見出





















































































































































                                                          
122 Legal Framework (前掲註 9 参照), p.28. 






























                                                          
124 Legal Framework (前掲註 9 参照), p. 29． 










































とされる。同書 90 頁以下。 
また繰り返しのゲーム理論においては、プレーヤーが相手の選択した行動をモ
ニターできるか否かが暗黙の協調が成立する可能性を大きく左右するとされる。
同書 92 頁。 












































































配的地位の濫用にかかわる消費者及び市場局（The Authority for Consumer 
and Markets）への申告を妨げているとする133。 
                                                          
132 雇用、貿易及び雇用上下両院合同委員会のアイルランド食品雑貨市場における供給
業者／小売業者の関係に関する 2010 年報告書の見解である。 
 Joint Committee on Enterprise, Trade and Employment, Supplier-Retailer 
Relationships in The Irish Grocery Market（March,2010），p.18-19．（the House 
of Oireachtas ＞ Committee ＞ Joint Committee on Enterprise, Trade and 
Employment の HP より入手）． 





る。House of Oireachtas, Joint Committee on Agriculture, Food and the Marine. 
Report on the Grocery Goods Sector. ‘Increasing equity and transparency in 
producer-processor-retailer relationships’. (No. AFM 002) (October 2013)(the 
House of Oireachtas の HP より入手） p.14. 
  アイルランド競争当局が上記の競争法による濫用的慣行の規制において、恐れの
要因のためその実効性を欠くことを認識している点については、以下の拙稿で紹介
した。拙稿・綱領審判官制度(前掲註 7 参照)、149 頁参照。 
133 The Netherland’s response to the ‘Green Paper on Unfair Trading Practices in 
the Business-to-Business Food and Non-food Supply Chain in Europe’ 

























 Portuguese Competition Authority, Final Report on Commercial Relations 
Between the Large Retail Groups and their Suppliers (Abridged English Version) 
(Oct.2010) (Portuguese Competition Authority の HP： http://www.concorrencia.pt
より入手), p.6, 19 para.38. 
  この提案による行動綱領は、「競争の行動様式（a culture of competition）」を促
進することを目標に、当事者間の経済的な均衡性（ equilibrium）と透明性
（transparency）をもたらす規制でなければならないとする。Ibid, p.12 para.14 (c), 






























                                                          
135 Romanian Senate, Green Paper on unfair trading practices in the 
business-to-business food and non-food supply chain in Europe (Text with EEA 
relevance) - Opinion on the application of the Principles of Subsidiarity and 
Proportionality (26 April 2013), p.3.（www.parlament.gv.at/PAKT/EU/XXIV/EU/ 
11/27/EU_112721/imfname_10400827.pdf）． 






































































                                                          




























                                                          






























                                                          
139 Legal Framework (前掲註 9 参照), p. 30. 














                                                          
141 Legal Framework (前掲註 9 参照), p. 30. Groceries Code Adjudicator Act 2013 
(2013 c. 19)（legislation.gov.uk/の HP から入手。Act 2013 と略称。）． 
 英国綱領審判官法において、違反行為の申告者である供給業者の秘匿（審判官の守
秘義務）は、同法の 18 条に規定されている。Act 2013, §18. 














  また、審判官法の 11 条と 12 条は、綱領に関連する事柄について供給業者と大規
模スーパーにたいし、アドヴァイスをおこないとガイドラインを示すことのできる
旨を規定する。Act 2013, §§11, 12. 
  このような英国の綱領審判官制度における申立人秘匿制度については以下の拙稿


































  Centre for European Policy Studies (CEPS), Making antitrust damages actions 
more effective in the EU: welfare impact and potential scenarios FINAL 

























                                                                                                                                 





143 Legal Framework（前掲註 9 参照），p. 30（強い契約当事者に違反行為を行わせな
い「積極的なインパクト（positive impact）を与える）． 











































                                                          
147 審判官法 4 条 1 項は、行動綱領に違反する疑いのある行為について審判官が調査を
おこなう要件を規定する。すなわちその要件とは、a 号の小売業者が綱領に違反し
た嫌疑について「合理的な根拠」がある場合であり、b 号のエンフォースメントの





る。Statutory Guidance on how the Groceries Code Adjudicator will carry out 
investigation and enforcement functions（2013）（gov.uk/ government/publications




審判官法（前掲註 7 参照），50 頁以下。 
148 Legal Framework (前掲註 9 参照), p. 30.  














































































                                                          


















                                                          














 Legal Framework (前掲註 9 参照), p. 31. House of Commons, Business, Innovation 
and Skills Committee, Time to bring on the referee? The Government’s proposed 
Adjudicator for the Groceries Code, Ninth Report of Session 2010–12, Vol. I, 
(Oct.2011) (HC1546) (www.publications.parliament.uk/の HP より入手), paras. 
23-24. 



























































や転換が考慮されなければならない（下記の BIICL 提案）。 
                                                          



























                                                          
154 Justine Stefanelli & Philip Warden, Fair Relations in the Food Supply Chain: 
Establishing Effective European Enforcement Structures. (British Institute of 
International and Comparative Law, April 2014)(BIICL, Fair Relations と略称) 
(BIICL の HP より入手), p.12. 
















































































































② 「企業名公表と恥をかかせる措置（naming and shaming）」という市場の評判
（名声）にかかわるインセンティブの市場機能を重視した排除措置で十分か 
 という問題の議会における議論であり、この点と照らし合わせ検討されるべきである。 































                                                          


























                                                          
161 See, Legal Framework, p.28 -31. 










































































のであることは、従前の拙稿で論じた。拙稿・綱領審判官（前掲註 9 参照）98, 178
頁参照。See, Competition Commission, Supermarkets: A report on the supply of 
groceries from multiple stores in the United Kingdom (Oct.2000) (The National 











                                                          
168 ボウルズの抗争交換にかかわる基本モデルは以下の取引契約の状況を前提にする。 
 「主体 A が主体 B から財又はサービスを購入すること考える。B の財又はサービス
が、A にとり価値があり、B については提供にコストを要するのだが、履行可能な
契約において充分に規定されていない場合に、その交換は抗争的（contested）であ
るという。」Bowles, S. and Gintis, H. Power in competitive exchange, in S. Bowles, 




意義と、教授の経歴、業績については、経済理論学会の以下の HP を参照。 
  「第 1 回経済理論学会ラウトレッジ国際賞」(http://www.jspe.gr.jp/jspe-routledge_ 
prize、及び www.jspe.gr.jp/jspe-routledge_prize1). 
170 サミュエル・ボウルズ著、塩沢・磯谷・植村共訳『制度と進化のミクロ経済学』（2013 年、
NTT）（ボウルズ・ミクロ経済学と略称）。Samuel Bowles,  Microeconomics: Behavior, 
Institutions, and Evolution （Princeton, 2004）（Bowles, Microeconomics と略称）． 











 Bowles, & Gintis, Contested exchange: New Microfoundations for the Political 
Economy of Capitalism. Politics and Society, Vol.18No.2, 165-222. (1990) (Bowles, 
& Gintis, Contested exchange と略称). 
 Bowles & Gintis, Power and Wealth in a Competitive Capitalist Economy, Philosophy 
& Public Affairs,Vol. 21, No. 4 (1992), pp. 324 (Bowles & Gintis, Power と略称). 
















                                                                                                                                 
and Markets, (Erik Olin Wright, editor) (1998, Verso).  
 石倉雅男「市場と経済的権力 : ボウルズとギンタスの「抗争交換」モデルを中心と
して」一橋論叢 121 巻 6 号 40 頁（786 頁）（1999 年）（石倉・市場と略称）。 
 石倉「市場と経済的権力再考：政治経済学アプローチの『構成的』性格をめぐって」
『経済理論学会年報』（経済理論学会）40 巻所収 107-121 頁 2003 年（石倉・再考
と略称）。 
 鍋島直樹「国家・市場・権力へのエージェンシー理論的接近」経済理論学会年報 38
巻所収 167-182 頁（2001）（鍋島・国家と略称）． 
 角田修一「抗争的交換と可変資本節約の論理―ラディカル派エコノミストの労働過程=
労働市場論―」立命館経済学 43 巻 1 号 1 頁（1994 年）（角田・抗争的交換と略称）。 
 金子裕一郎「権力の源泉と関心の対立：経済的権力再考」季刊経済理論 42 巻 3 号
53 頁（2005）（金子・権力の源泉と略称）。 
 金子「抗争交換論における契約について―不完備性と古典性」一橋論叢 134 巻 6 号
1098 頁（2005 年）（金子・抗争交換論と略称）。 
 山垣真浩「資本主義経済と労働法制の意義―経営組織にかんする一考察」言語と文
化（法政大学）（2005 年 1 月）247 頁（山垣・資本主義経済と略称）。 
 川村哲也「経済的権力について」商経論叢 42 巻 1 号 11 頁（2006 年）（川村・経済
的権力と略称）。 
172 ボウルズ・ミクロ経済学 243 頁,Bowles, Microeconomics. p.249 (前掲註 170 参照). 
173 ボウルズ・ミクロ経済学 243 頁,Bowles, Microeconomics p.249 (前掲註 170 参照). 































る。ボウルズ・ミクロ経済学 243 頁,Bowles, Microeconomics. p.249-50（前掲註 170
参照）． 
176 ボウルズ・ミクロ経済学 Bowles 頁,243, Microeconomics. p.250（前掲註 170 参照）． 













                                                          





















a） 当事者 P が、他の当事者 A によってなされる行為 a から利益をえるとする。a
の実行には費用がかかり、A はその行為をおこなわないかもしれないが、P は費
用なしには契約履行を強制できない。この時 P を依頼人、A を代理人と呼ぶ。 
b） この定義において鍵となるのは、P が A の行動にたいする残余請求権者（前掲
註 113 のⅰ及びⅱを参照）である。この権利は、契約上 A の行為からいかなる帰
結となるかについては、規定が困難であるという含意による。これは P が契約義




















                                                                                                                                 
る。代理人の行為 a によって影響を受けた結果 q が観察可能であるとして、次の
ように式を提示できる。 
   q＝α(a)＋μ 
 ここで、μは観察できないが、q に影響する平均値がゼロである確率変数である。
しかし、代理人 A の行為は依頼人 P には観察不可能であるか、さもなくば観察はで
きるが観察費用が高すぎて、a に関する契約が実質的に不可能となるようなものと
する。もしμが観察できないという事実がなければ、依頼人 P は、q とμを観察し、
関数α（ ）のかたちを知ることによって、a を推測できるであろう。P の目的関数
はπ（q(a),…）といったものであり、A の目的関数はν（a,…）といったものであ
る。目的関数πの a に関する微分πq（q(a),…）q’(a)と、目的関数νの a に関する微
分νa は反対の符号をもつ。その結果、a の水準をめぐって P と A との間に利害の対
立が存在する。ボウルズ・ミクロ経済学 244-245 頁，Bowles, Microeconomics 
p.250-251（前掲註 170 参照）． 
















                                                          
179 エージェンシー問題を生じる交換の仮説例［ボウルズ・ミクロ経済学 247 頁以下。
Bowles, Microeconomics p.253-255．］（前掲註 170 参照）． 















  そこで、消費者への生産物の販売から生ずる収入を r(qn)とする。q は品質である。





















                                                                                                                                 
供給された財の品質が不適切だと買い手が判断する場合には、取引は終了する。こ
れが生ずる確率は t(q)であり、導関数 t’ は負である。この場合、より良い品質を提
供することは、契約終了の可能性を低下させる。 
180 ボウルズ・ミクロ経済学 247 頁, Bowles, Microeconomics, 254 (前掲註 170 参照). 
181 供給者の期待効用の関数νは、以下の 3 つの項に依存する。 
  第 1 は、当該取引にかかわる終了関数 t(q)の値である。 
  第 2 は、万一取引が終了する場合に供給者がおちいる状態にかかわる現在価値 z
である。かかる当該取引の終了時に供給者のおかれる立場を、ボウルズ教授はフォー
ルバック・ポジションと呼ぶ。 
  第 3 は、買い手が供給者に提案する価格ｐに依存する。 
  すなわち、関数νはν(q;p,z)と書くことができる。品質 q に関する微分νq を、ゼ
ロとおくことによって、本文に示した、供給者の最適反応関数 q(p)が得られる。こ
うして得られた最適反応は、以下を満たす。 




15。Bowles, Microeconomics. p.254 (前掲註 170 参照). 
       u(p,q)＝t’(q)・(ν－z)                  （１）式 
182 前掲註 181 における（１）式の左辺。 
183 前掲註 181 における（１）式の右辺。 
















                                                          
185 ボウルズ・ミクロ経済学 247 頁以下 ,Bowles, Microeconomics (前掲註 170 参
照) .p.254. そこで、諸変数が経済的に意味のある範囲において、供給者の最適反応
が q’(p)>0 となると買い手は推測する。 
186 ボウルズ・ミクロ経済学 248 頁,Bowles, Microeconomics (前掲註 170 参照) p.254 
 そこで買い手は、以下に述べるように、二つのことに注意しなければならない。 




たとするならば、前掲註 181 の(1)式の右辺 t’(q)・(ν－z)の t’にかかわる係数はゼロ
であり、この場合に供給者は、取引終了については何の痛みも存しないのであるか
ら、一定の品質を提供しようとしていかなる正の限界の不効用も負うことはないで
あろう。その結果、供給者は単純に q=0 と設定するだろう。 
 ボウルズ教授は、このような状況について、買い手にとって利潤最大化の状況では









グラフ 1； 均衡価格と品質（販売促進の協力）；ボウルズ・ミクロ経済学 






















関数 q/p を大規模スーパーの「協力抽出関数」として表示し、以下の検討で用いる。 
 グラフ 1 における「協力抽出関数」の用語法は、Bowles, & Gintis, Contested 
exchange (前掲註 171 参照), p.179 で扱われた「労働抽出関数（labor extraction 
function）」に倣ったものである。 
188 供給者の参加制約が前記等式［（２）式を参照（前掲註 186 参照）。］として満たされ



















ⅳ）条件付き更新の当事者の内部関係においては、A が P の行動を監視し、そ









248 頁。Bowles, Microeconomics（前掲註 170 参照）p.255. 
190 ボウルズ・ミクロ経済学 248 頁，Bowles, Microeconomics（前掲註 170 参照）p.255． 




















                                                          
192 ボウルズ・ミクロ経済学,249 頁，Bowles, Microeconomics（前掲註 170 参照），p.256.
供給者の参加制約はν≥z（νは期待効用の現在価値、ｚは万一取引が終了する場合
に供給者がおちいる状態にかかわる現在価値）であらわせる。 









 ボウルズ・ミクロ経済学、249 頁,Bowles, Microeconomics，（前掲註 170 参照）p.256. 
194 （ν－z），ν＞ｚ．ボウルズ・ミクロ経済学、249 頁。Bowles, Microeconomics（前
掲註 170 参照），p.256 









4-3）市場均衡のない均衡（Equilibrium without Market Clearing） 
供給者にとって強制の利益（レント）であるということは、「均衡において、












196 ボウルズ・ミクロ経済学、250 頁，Bowles, Microeconomics（前掲註 170 参照），p.256． 







間には、上記本文で触れた内発的強制が存在する。See, Bowles & Gintis, Contested 
Exchange: Political Economy and Modern Economic Theory, Politics & Society,Vol. 





























                                                          
198 ボウルズ・ミクロ経済学, 250 頁, Bowles, Microeconomics, p.256 (前掲註 170 参照). 








































































































































するものとして。参照、金子・抗争交換論（前掲註 171 参照）1105 頁以下。他方、
抗争交換理論は、労働者の犠牲とそれを引き出す権力的要素が強調される点におい
てスティグリッツ理論と対比されよう。参照、大槻智彦「効率賃金仮説と非自発的



























                                                          
207 前掲（２）４）4-4）を参照。 
208 前掲した、Ⅲ.２.（２）４）4-2）及び 4-7）を参照。参照、遠山弘徳「不効率な制度、
契約の外生的執行および権力の非対称性」静岡大学経済研究．11 巻 1 号 43 頁（2006




























































210 角田・抗争的交換（前掲註 171 参照）14 頁。 




































 註 3 角田・抗争的交換（前掲註 171 参照）20 頁。 















































































                                                          
215 石倉・市場、56 頁。 
216 本文の以下に記述するⅱとⅲの記述は次の論稿によった。O. E. Williamson, 
Contested Exchange versus the Governance of Contractual Relations, Journal of 
Economic Perspectives, Vol. 7,No.1、103, 106 (1993)．なお、石倉・市場（前掲註











































抗争交換の定義付けであげたモデル例（註 168 参照）である、主体 A が主体





















                                                          
219 Bowles & Gintis, Power (前掲註 171 参照), p.332. 











                                                          
221 理論経済学者による権力と権威の概念を用いた市場の交換分析は、以下のような指
摘を参照した。 
ⅰ）金子・権力の源泉（前掲註 171 参照）57 頁は、ルーカス（Steven Lukes）の
権威（authority）の定義を述べている。 


















《階層的に A が B より上位の階層にいる場合に、その指示が B の価値にとっ
て合理性、合法性であるとみなされる限りで、受容者 B の心理構造に A が利害
関心をもつ内生的選好の強制的操作により、権威が生ずる。》 
























 「B がさもなければしなかったであろうことを A が B にさせることができる限り、
A は B に対して権力を持つ。」これは意思決定を左右させる場合である。金子・権力
の源泉(前掲註 171 参照)、56 頁。 
  次に、より広い影響行使にかかわる以下の問題がある。 












225 参照、石倉・市場（前掲註 171 参照）796 頁。See, Bowles & Gintis, Power（前掲










































英国の 2 大食品雑貨スーパーのアスダ社とテスコ社は、2007 年夏両社の
間で「価格戦争（price war）」を繰り広げた。アスダは 2 億 5000 万ポンド
の費用で 1 万品目の食品雑貨と他商品の価格切り下げをくわだて、テスコは







                                                          
226 拙稿・綱領審判官、123 頁以下及び註 287 参照。Competition Commission, The 
Supply of Groceries in the UK market investigation（April,2008）（（Competition 
Commission の HP より、＞Groceries market investigation の頁から入手），
Appendix 9.1, Case study of retailer and supplier correspondence、para.3, ,note 1, 
24。 
  競争委員会は、2002 年企業法（Enterprise Act 2002）109 条の文書提出要求の通
告（notice of produce）によって、2007 年 6 月 18 日から同年 7 月 22 日までの 5
週間にわたる E メール（約 10 万通）の提出を受けた。ほぼこの期間は、アスダと
テスコの「価格戦争（price war）」が行われた時期と重なる。同委員会の審査によ
れば、これらの通信から明らかになることとして、2000 年の競争委員会報告書にお
いて問題とされた供給業者にたいする食品雑貨スーパーの行為 52 類型のうち 20 に
ついて、ひきつづいてアスダとテスコによりおこなわれており、またそのバイヤー
に競争法違反を生ぜしめる可能性を認識されてもいた、ことをあげる。Ibid, Annex 




























                                                          
























































                                                          
230 これらブリュッセル／フィレンツェ報告書のあげる慣行は、買い手が発動する垂直
制限の行為にたいして経済学的分析をしたドブソン教授の見解に基づく例示である。
Legal Framework（前掲註 9 参照），p. 32. Dobson, Buyer-Driven（前掲註 106 参
照），p.103. 
231 Dobson, Buyer-Driven（前掲註 106 参照），p.102. ドブソンはこれらの行為が競争
法上で問題にされることを、2000 年 EC 垂直制限ガイドラインを引用して明らかに
する。 
 Commission notice - Guidelines on Vertical Restraints, (2000/C 291/01), Official 
Journal C 291, (13/10/2000). 2000 年ガイドラインは、2010 年に改訂された。
EUROPEAN COMMISSION, Guidelines on Vertical Restraints (2010/C 130/01), 





























                                                          
232a Legal Framework（前掲註 9 参照），p. 32. 




















れてきた EU の規制における考え方を基礎にしている234。 
                                                          








合に一括適用免除が受けられるとなっている。Guidelines on Vertical Restraints 
(2010/C 130/01), Official Journal, C130/7, para.23.  
  参照、大槻文俊「EU における垂直的制限規制の見直しについて―一括適用免除
規則案とガイドライン案」専修法学論集 109 号 27,30 頁（2010）。 
234 ブリュッセル／フィレンツェ報告書は、EU の垂直制限ガイドラインが規定する経




















                                                                                                                                 
より買い手が発動する垂直制限であっても若干の例外を除き、同じように考慮され
ることができるとする便益である。Legal Framework（前掲註 9 参照），p. 32. 




Vertical Restraints (2010/C 130/01), Official Journal, C130/7, para.107 (f), 
Dobson, Buyer-Driven, p.113. 
235 ブリュッセル／フィレンツェ報告書とドブソンはこれらの正の経済的ベネフィット
を 2000 年ガイドラインに従って掲げるが、2010 年ガイドラインも変更がないので
ここでは、2010 年ガイドラインを摘示する。Guidelines on Vertical Restraints 
(2010/C 130/01), Official Journal, C130/7, para.107(a)～(i). Legal Framework (前

































                                                          
237 Legal Framework（前掲註 9 参照），p. 35. 
238 Legal Framework（前掲註 9 参照），p. 35-6. 










1-3）小売チェーンの不公正な取引慣行に対処する EU 競争法の不十分さ 
ⅰ）標記の件について、報告書の見解を以下に（ⅰからⅲまで）要約する240。
小売チェーンにおいて不公正な取引慣行の問題は適切な対処がされていな














                                                          
240 Legal Framework（前掲註 9 参照），p. 36, 38-40. 
241 「付録資料（１）；欧州委員会グリーンペーパー」における（17 頁）以下に翻訳し
た「５．不公正取引慣行のタイプ」の 5.1 から 5.6 の類型化を参照。 





























                                                          
243 Legal Framework (前掲註 9 参照), p. 39． 
244 ECN Subgroup Food, European Competition Network, ECN Activities In The 
Food Sector, Report on competition law enforcement and market monitoring 















（上掲 1-4 の ECN の見解）は、次のようにまとめられる。 















                                                          
245 Legal Framework (前掲註 9 参照), p. 39. 


























                                                          
247 Legal Framework (前掲註 9 参照), p. 39. 

































                                                          
250 Legal Framework (前掲註 9 参照), p. 40. 
251 See,Legal Framework (前掲註 9 参照), p. 40. 





















                                                          




フォースメントに参加できる権限を認めた理事会規則 1/2003 をあげている。 
ⅱ）すなわちこの改革により、加盟国の競争当局や裁判所は、欧州司法裁判所の判
例法にしたがって直接に適用できる EU 機能条約 101 条 1 項や 102 条の規定のみ


























                                                                                                                                 
 Legal Framework (前掲註 9 参照), p. 36. Council Regulation (EC) No 1/2003 of 16 
Dec. 2002 on the implementation of the rules on competition laid down in 
Articles 81 and 82 of the Treaty.para. (8),(9),(15), (16). 長縄友明「米欧独占禁止法
（2/2）」大阪経大論集 61 巻 4 号（2010 年）123,127 頁以下参照（理事会規則 1/2003
による改革の主要目標の整理）。 
255 Prof. Dr. Hans Ullrich, マックプランク技術革新及び競争研究所（Max Planck 
Institute for Innovation and Competition）教授；2003 年から 2006 年までフィレ
ンツェの欧州大学院法学部に出向。Max Planck Institute for Innovation and 
Competition の HP にもとづく。 
256 Legal Framework (前掲註 9 参照), p. 40.Hanns Ullrich, Anti-Unfair Competition 
Law and Anti-Trust Law: A Continental Conundrum? European University 
Institute –Department of Law (LAW) (Feb. 2005) (EUI Law Working Paper No. 
2005/01).（Ullrich, Anti-Unfair Competition Law と略称）（本稿は SSRN;Social 
Science Research Network の HP より入手できる。） 
（http://papers.ssrn.com/sol3/papers.cfm?abstract_id=837086） 




























法辞典』（1991 年、東大出版）626 頁。 




























                                                          
260 Ullrich, Anti-Unfair Competition Law (後掲註 256 参照), p.4. 
261 Ullrich, Anti-Unfair Competition Law (後掲註 256 参照), p.4. 
262 Ullrich, Anti-Unfair Competition Law (後掲註 256 参照), p.18, 24. 





























                                                          
264 Ullrich, Anti-Unfair Competition Law (後掲註 256 参照), p.24. 





























                                                          
266 Ullrich, Anti-Unfair Competition Law (後掲註 256 参照), p.24. 
267 See, Ullrich, Anti-Unfair Competition Law (後掲註 256 参照), p. 25. 





























                                                          
269 Ullrich, Anti-Unfair Competition Law (後掲註 256 参照), p. 4. 


















                                                          
271 垂直制限の一括適用除外にかかわる買い手の限定を、排他性と毎年の売上げ要件を
削除して、市場シェアのみとした 2010 年規則がこの点で参照される。Commission 
Regulation (EU) No 330/2010 of 20 April 2010 on the application of Article 101(3) 
of the Treaty on the Functioning of the European Union to categories of vertical 
agreements and concerted practices (Text with EEA relevance) OJ L 102, 
23.4.2010, p. 1–7.（eur-lex.europa.eu の HP より入手）． 
 さらに選択的流通制度を規定する 2010 年垂直制限ガイドラインが参照される。 
 COMMISSION NOTICE, Guidelines on Vertical Restraints, {C(2010) 2365} {SEC 
(2010) 413} {SEC (2010) 414} (ec.europa.eu の HP より入手), paras.175-184. 
 ウルリッヒは選択的流通制度とブランド間／ブランド内競争の関係については、
1999 年規則と 2000 年ガイドラインをあげていた。 Ullrich, Anti-Unfair 
Competition Law (後掲註 256 参照), p. 34, & Note 106. 
272 Judgment of the Court (Fifth Chamber) of 13 01 1994.  Metro SB-Großmärkte 
GmbH & Co. KG v Cartier SA. Reference for a preliminary ruling: 
Oberlandesgericht Düsseldorf - Germany.  Selective distribution system - 
Article 85 of the EEC Treaty - Imperviousness as a condition of validity.  Case 




























                                                          
273 Ullrich, Anti-Unfair Competition Law (後掲註 256 参照), p.35． 
274 Ullrich, Anti-Unfair Competition Law (後掲註 256 参照), p.45. 




276 かかるウルリッヒの指摘は、ドイツの不正競争法の運用について 1980 年代半ばまで


























                                                          
277 Ullrich, Anti-Unfair Competition Law (後掲註 256 参照), p.45. 
278 本文のかかる考え方は、ひとたび競争が破壊される事態に至るならば市場力濫用の
コントロールが発動されることを含めているのである。Ullrich, Anti-Unfair 
Competition Law (後掲註 256 参照), p.45. 
279 Ullrich, Anti-Unfair Competition Law (後掲註 256 参照), p.46 
280 Ullrich, Anti-Unfair Competition Law (後掲註 256 参照), p.46. 
281 Ullrich, Anti-Unfair Competition Law (後掲註 256 参照), p.46. 
152 























                                                          
282 Ullrich, Anti-Unfair Competition Law (後掲註 256 参照), p.46. 




に向けられる。See ,Koppelung von Hausverkäufen und Fernwärmevertrieb“BGH, 
Urteil vom 9.7.2002, KZR 30/00 - Fernwärme Börnsen, DE-R 1006,  WuW 2003 




























                                                          
285 Ullrich, Anti-Unfair Competition Law (後掲註 256 参照), p.46. 
286 拙稿・利益強要［2］（前掲註 7 参照）、39 頁以下参照。 
287 拙稿・綱領審判官（前掲註 7 参照）、204 頁以下参照。 
288 Legal Framework (前掲註 9 参照), p. 36-37. 
154 
ドイツにおけるように、消費者契約における不正条項にかかわる国家的規制


















共通欧州販売法（案）が重要である（法案の 51 条に「不当な搾取」、86 条に
「事業者間の契約における『不公正』の意義」が規定されている）292。 
                                                          
289 Council Directive 93/13/EEC of 5 April 1993 on unfair terms in consumer 
contracts OJ L 95, 21.4.1993, p. 29–34（eur-lex.europa.eu の HP より入手）．不公
正な交渉による契約条項を規定する 3 条 1 項は、誠実義務の要請に反した、実質的
な当事者の権利のアンバランスを生ぜしめ、消費者に損害をもたらす場合をあげる。
Ibid, Article 3(1). 
290 Legal Framework (前掲註 9 参照), p. 37. 
291 Legal Framework（前掲註 9 参照），p. 37. EU 指令 2005/29 については、前掲Ⅰ. ６．
（１）における「（２）消費者保護の規制と事業者間の不公正慣行の規制との調和」
及び脚註 61 を参照。 
292 11.10.2010, COM (2011), 635 final, part. Artt.51 and 86。 

























 COM (2014) 910 final (Strasbourg, 16.12.2014), ANNEX 2; Commission Work 
Programme 2015, Annex II: List of withdrawals or modifications of pending 
proposals (ec.europa.eu/atwork/pdf/cwp_2015_withdrawals_en.pdf) 
 なお、共通欧州販売法案には、和久井理子教授の翻訳がある。Proposal for a 
REGULATION OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF THE COUNCIL 
on a Common European Sales Law, 翻訳；和久井理子「欧州共通販売法に係る欧
州議会及び理事会規則（案）」（http://studylaw.web.fc2.com/CESL_EJ.htm） 
293 Legal Framework (前掲註 9 参照), p. 37. 
294 Legal Framework (前掲註 9 参照), p. 38.  
295 前掲註 4 に示したジェローム・ファーブル（和久井理子教授翻訳）の《フランス商
法典 L442-6 条研究》を参照。 




















                                                          
297 Legal Framework, p.38.Case C-453/99, Courage Lid v Bernard Crehan (E.C.J. 
Sept. 20, 2001). 
  抱き合せ販売条項を含む不動産契約の原告は、反競争的慣行の第三者及び犠牲者








るべきでない」とする。Ibid, paras. 27, 28. 






























                                                          
298 Legal Framework (前掲註 9 参照), p. 37-8. 









表 4；私的規制一覧表；加盟国別：Legal Framework，（前掲註 9参照）p. 89. Table 4. 
欧州又はグローバル 
欧州の措置 ・食品サプライチェーンにおける垂直関係：適正慣行原則(欧州原則)2011 
・2010 年 EU における自動車メーカー／正規ディーラー及び修理業者について尊重
されるべき適正な契約条項及び慣行綱領（CECRA） 
グローバル 2011 年国際商業会議所広告宣伝取引慣行行動綱領 
 国内レベル 
ベルギー 2010 年農産物食品チェーンにおける供給業者と買い手間の公正関係行動綱領 








ギリシャ 2003 年広告業綱領 
2002 年ギリシャ製薬会社連盟行動綱領 






ラトヴィア 2006 年取引慣行商業慣行行動綱領 
リトアニア 2007 年小売業慣行行動綱領（関連立法導入後、2009 年まで適用者なし） 
ポーランド 2008 年広告宣伝倫理綱領 
ポルトガル 1997 年適正商業行動綱領 
PARCA（2011 年農業ビジネスチェーン関連監視プラットファーム） 
                                                          
300 Legal Framework (前掲註 9 参照), p. 41. 
需要力濫用規制の法理論的枠組み―競争とコンフリクトの融合的把握 
159 
スロヴァキア 2012 年スロヴァキア共和国有効広告宣伝慣行倫理綱領（倫理綱領） 




オランダ 1964 年オランダ広告宣伝綱領 











                                                          
301 ベルギーにおいては 2010 年 5 月 20 日、農産物チェーンにおける供給業者と購買者
間の公正な関係に関する行動綱領に調印がされた。 









































 Jusine Stefanelli, and Phikip Marsden, Models of Enforcement in Europe for 
Relations in the Food Supply Chain. British Institute of International and 
Comparative Law (BIICL), April 2012 (www.biicl.org/files/5939_biicl_b2b_ 
report_final.pdf). p.12-13. (Stefanelli, & Marsden, Models と略称). 
302 Stefanelli, & Marsden, Models (前掲註 301 参照),p.21（小売の事業者団体が、供給
業者との非公式の紛争解決システムを創設する提案をしていることの記述がある）． 
303 「欧州競争ネットワーク（European Competition Network, ECN）」の食品グルー
プ（ECN SUBGROUP FOOD）は、2012 年、EU 加盟国の食品市場における競争
問題に関する規制（競争当局による）の現状をまとめた報告書を公表した。 
 その中で、スペインの競争当局による 2009 年の立法作業として、“Report on the 
draft Bill for the reform of Act 7/1996, of 15 January 1996 , on the retail sector”
（May, 2009）というスペイン競争法の改正作業がおこなわれたことをあげている。
ECN SUBGROUP FOOD, ECN activities in the food sector - Report on 
competition law enforcement and market monitoring activities (24 May 2012) 
(http://ec.europa.eu/competition/ecn/documents.html), p.114, Table 21 (Market 
monitoring in the food retail sector). 




Legal Framework（前掲註 9 参照），p. 59. The Spanish Competition Commission, 
Report on the relations between manufacturers and retailers （ http://www. 
concurrences.com/?lang=fr の HP より入手、Accueil du site ＞ Bulletin ＞ News 












目指す上記 CNC は、2013 年 6 月、Act 3/2013 によって全国市場及び競争委員会に
改組された。改組前の CNC の開設及びそれが一定の範囲で EU 競争法の執行権限
も有したことについては以下の HP を参照。 
http://www.cncompetencia.es/Default.aspx?TabId=85.改組された市場及び競争に
関する全国委員会（the National Commission for Markets and Competition, 
CNMC）は、これまで関係各省庁に配分されていた監督規制権限が委譲された（電
気通信、エネルギー、鉄道を含む輸送及び郵便通信の権限が移管され各部門の監督
者は CMNC の理事会 Board から独立して調査をおこなう権限をもつ）。All change 
for Spanish rail? The new National Markets and Competition Commission 
(ashurt, july 2013)（https://www.ashurst.com/doc.aspx?id_Content=9449）． 





り締りを目指すものであった。CNC, Report, p.140. かかる取締りは、その制度
構築とコンプライアンス体制の前提として、当事者間における契約条件の書面化
要求がされる。また、効率性と消費者厚生にたいする負のインパクトを最小とな

















錯誤を経て、スペインでは 2013 年 8 月に新法が成立した306。「食品サプライ




観的な正当化が求められる。CNC, Report, p.141. またその際大規模小売業者
は、競争上重要性をもつ相手方の取引先情報の不当利用とならないよう留意し

















“Measures for a better functioning  food supply chain Act 12/2013, of 2 August 
2013”，THE HEAD OF STATE. 8554, The Official State Gazette of 3 August, 2013
（no. 185）（Ministerio de Agricultura, Alimentación y Medio Ambiente の HP より






























の各項目があげられている。Law 12/2013, PREAMBLE Ⅲ, Article 4. 
  本法の規制で実質的に重要で、かつ新たな試みは、給付の提供前における契約
の書面化の要求であり、現金払いの場合を除く口頭契約についてその有効性の主
張を否定した 8 条 2 項の規定が契約の様式性問題にかかわって、注目される。See, 

















の仕組みが契約に規定されなければならないとする。Law 12/2013, PREAMBLE 
Ⅲ, Article 12(1)～(3)．この供給業者がこうむる割引等の負担を規制する試みが、
立法者の意図に反して個別事案で成功しがたいとする批判について、参照、
Gómez-Acebo & Pombo Abogados, Abusive trading practices in the “Measures 
for a better functioning food supply chain Act 12/2013, of 2 August” ,para.2.2. 
（http://www.lexology.com/library/detail.aspx?g=e72a9c11-81d9-45a2-bace-f6d1106
b0f96）．（Acebo & Abogados, Abusive と略称）． 
ⅴ）第Ⅲ部は、「食品調達契約における適正事業慣行綱領（Code of Good Business 
Practices in Food Procurement Contracting）」を、農業、食品及び環境省（the 






行綱領（Code of Good Business Practices in Food Procurement Contracting）」
によるソフト・ローの規制も行う。したがって不公正慣行に対する多面的な規
制のアプローチを試みる、注目すべきものとなった307。 
                                                                                                                                 








関し義務を負う。Law 12/2013, PREAMBLE Ⅲ, Article 15(1)～(4).運用状況の
調査は CNMC（市場及び競争に関する全国委員会市場及び競争に関する全国委
員会）がおこなう。 






に応じないことの 8 項目があがっている。 
  かかる違反行為を 2 年内に複数かそれ以上犯す場合「重大な」違反行為とされ
る。 
  さらに 2 年以内に重大な違反行為の再犯は「非常に重大な」違反行為とされる。 
  前掲注 304 の CNMC が、かかる違反行為の認定と重大性、そして制裁金の賦
課を決定する。Law 12/2013, PREAMBLE Ⅲ, Article 23~24. 
307 本法による規制対象とされた不公正慣行は、すでに、不正競争防止法、スペイン競
争法（the Competition（Antitrust）Act 15/2007）、そして EU 競争法（EU 機能条
約 101 条、102 条）により規制されることが可能であった。新法によりさらに法的
救済を重ねることの実効性と市場にもたらされる正の効果、そして規制の複雑さか
ら法的不確実を生む問題等々の評価がこれからされるべきことについて、以下の論
文に指摘がされている。Acebo & Abogados, Abusive（上掲註 306ⅳ参照）para.2.1, 







                                                          





（食品マーケッテイング法、「法 321」と呼ばれる。Legal Framework(前掲註 9 参











Legal Framework (前掲註 9 参照), p.59, 81,Table 3, Nörr Stiefehofer Lutz, 
“New law on sale of food products in Romania”（Nov. 2009）（http://www.ccer. 
ro/userfiles/articlesFiles/Romanian%20Legal%20Highlights_October_11041538.
pdf） 
  ルーマニア法 321 は、2010 年に改正がされ、上記④の支払い期日の法律上の明文
（製品の特性により 12，20 そして 35 日）について削除がされた。削除の理由は、
通常の市場経済において期待される当事者間における交渉の可能性に配慮が足りず、
契約の自由を不当に侵害するおそれがあげられている。 
 The Competition Council，  The challenges of the Single Market 2010 and the 








Chirita, The German and Romanian Abuse of Market Dominance in the Light of 
Article 102 TFEU（Nomos, 2011）pp.154-155. .Stefanneli & Marsden, Models(前







                                                          
309 スロヴェニアでは食品（日用雑貨）サプライチェーンにおける利害関係者間の行動
綱領は、2011 年 8 月第 49 回食品農業フェアにおいて生協連合、手工業及び小企業
ビジネス会議所、商工会議所、農業及び企業商工会議所、農業及び林業商工会議所
の各団体が署名した。Stefanneli & Marsden, Models(前掲註 301 におけるⅴ参照), 
p.14. 本綱領の条文は入手できた以下の英訳によった。 
 PROPOSAL AGREED ON FOR SIGNATURE on 29 July 2011, Code of Good 


















び雇用省）の行動綱領の草案（DRAFT. Code of Practice for Designated Grocery 
Goods. Undertakings. Code of Practice: （May 2011）(www.djei.i の HP より入手).）
にたいし、同国の競争法の執行当局である競争委員会（Competition Authority）が
反対の意見表明をした。かかる経緯については以下を参照。拙稿・綱領審判官（前
掲注 7 参照）、147 頁以下。 
311 DRAFT REGULATIONS FOR CONSULTATION, STATUTORY INSTRUMENTS, 
(S.I. No. XXXX of 2015) Consumer Protection Act 2007 (Section 63B) (Regulation 
of Aspects of the Commercial Relationships Between Suppliers and Relevant 
Grocery Goods Undertakings) Regulations 2015. (www.djei.i の HP より入手).なお





























                                                          
312 英国における 2013 年食品雑貨綱領審判官法の制定に至る経緯と同法の紹介、検討に
ついては以下を参照。拙稿・綱領審判官（前掲注 7 参照）、1 頁以下。 
313 Legal Framework（前掲註 9 参照），p. 64-65. 





























                                                          
315 Legal Framework（前掲註 9 参照），p. 42. 




                                                          
317 この点はブリュッセル／フィレンツェ報告書は、ファブリツィオ・カファッジ
（Fabrizio Cafaggi）による「契約のネットワーク」の概念により説明をしている。
Fabrizio Cafaggi, Contractual Networks and the Small Business Act:Towards 
European Principles? EUI Working Papers  LAW 2005/15（European University 



























Fabrizio Cafaggi & Sandrine Clavel, Interfirm Networks Across Europe: A 
Private International Law Perspective, in Cafaggi (ed.), Contractual 
Networks, Inter-Firm Cooperation and Economic Growth (2011, Edward 
Elgar) (Cafaggi, Contractual Networks と略称), p.201.  
ⅳ）こういった特徴をもつ契約のネットワークは、製造段階における下請け契約、
































                                                                                                                                 
も存する。Ibid, p.2. なお参照、正井章筰「ヨーロッパ経済利益団体―EC 法に
よる超国家企業形態」姫路法学 1988 年１号 51 頁から 144 頁。   


























や、部門横断的な EU の包括的な手段が存在しないことは、2013 年グリーン
ペーパーの述べるところである322。 
                                                          
319 Legal Framework (前掲註 9 参照), p. 43. 
320 Legal Framework (前掲註 9 参照), p. 43. 
321 Legal Framework (前掲註 9 参照), p. 63-64. 
322 拙訳の「付録資料（１）；欧州委員会グリーンペーパー」における「3.2. EU レベルで
の不公正取引慣行にたいする保護」を参照。付録資料（１）の（12 頁）から（14 頁）。 
172 
１）誤認誘導と不公正取引慣行 













                                                          
323 Directive 2006/114/EC of the European Parliament and of the Council of 12 
December 2006 concerning misleading and comparative advertising, OJ L 376, 
27.12.2006, p. 21-27（EUR-Lex の HP から入手。）． 







325 ブリュッセル／フィレンツェ報告書の調査によれば、2006/114 指令を EU 加盟国の
国内規範に移行する試みは、次のような態様によっている。Legal Framework(前掲





























                                                          
326 EU 指令 2005/29 については、前掲Ⅰ. ６．（１）における「（2）消費者保護の規制
と事業者間の不公正慣行の規制との調和」及び註 61 を参照。 










バーする。Legal Framework（前掲註 9 参照），p.64. 






























という統一法による規準が 2000 年 12 月に採択されたが、同規則は、2012 年 12
月に「民事及び商事分野における裁判管轄及び判決の承認・執行に関する欧州議会
及び理事会規則（EU）No.1215/2012（改正ブリュッセルⅠ規則）」によって改訂さ
れた（2015 年 1 月施行）。このブリュッセルⅠ規則の 2012 年改訂にかかわる経緯
と内容の紹介については、以下を参照。芳賀雅顯「国際裁判管轄と専属的合意と国
際的訴訟競合の関係」慶應法学 28巻（2014年）273頁以下。Council Regulation (EC) 
No 44/2001 of 22 December 2000 on jurisdiction and the recognition and 
enforcement of judgments in civil and commercial matters (OJ L 12, 16.1.2001). 
（http://europa.eu/legislation_summaries の HP より入手）．Regulation (EU) 
No 1215/2012 of the European Parliament and of the Council of 12 December 
2012 on jurisdiction and the recognition and enforcement of judgments in civil 
and commercial matters. (OJ L 351, 20.12.2012, p. 1-32) 

















328 Legal Framework (前掲註 9 参照), p.84. 
329 REGULATION (EC) No 593/2008 OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF 
THE COUNCIL of 17 June 2008 on the law applicable to contractual obligations 
(Rome I), OJ L 177/6（eur-lex.europa.eu/legal-content の HP より入手）．翻訳は、
杉浦保友教授による「最終草案全文」訳を参考にしている。参照、杉浦訳「契約債
務に適用される法に関する欧州議会及び理事会規則（Rome Ⅰ）（最終草案全文訳）」
BLJOnline（http://www.businesslaw.jp/blj-online/の HP より入手）。 











条約からの主要な変更点を中心に」同志社法学 63 巻 6 号（2012）1 頁以下、高橋「契
約債務の準拠法に関する欧州議会及び理事会規則（ローマⅠ規則）―4 つの視点か
らのローマ条約との比較」国際私法年報 13 号（2011 年）2 頁以下。 
330 REGULATION (EC) No 864/2007 OF THE EUROPEAN PARLIAMENT AND OF 
THE COUNCIL of 11 July 2007 on the law applicable to non-contractual 
obligations (Rome II), OJ  L 199/40（eur-lex.europa.eu/LexUriServ の HP より入




                                                                                                                                 
務の準拠法に関する理事会規則草案」に先立つ前年 10 月の「契約外債務の準拠法に
関する条約草案」（議長国草案）があり、さらに委員会（委員会修正案 2006 年 2 月）
及び理事会（2006 年 9 月欧州理事会共通の立場）に対する議会（2005 年議会案）
の不一致を調停する 2007 年 6 月の共同案の採択に至るまで長きにわたる審議を経
ている。本稿の翻訳は上記 EC 官報の成立法に依るが、2002 年 5 月段階の欧州委員
会「準備案」について、以下の佐野教授の翻訳も参照している。佐野「資料・契約
外債務の準拠法に関する欧州議会及び理事会規則（ローマⅡ）案について」岡山大
学法学会雑誌 54 巻 2 号 37 頁以下。 
ローマⅡ規則の制定作業については、参照、佐野、「EU 国際私法はどこへ向かう
のか？―ローマⅡ規則を手がかりとして」国際私法年報、35 頁以下、福井清貴「EU
国際不法行為法における当事者の事前の法選択」上智法学論集 58 巻 2 号 86 頁以下
（福井・EU と略称）（2014 年）、高杉直「ヨーロッパ共同体の契約外債務の準拠法









まれる。ローマⅠ規則前文第 1 項、第 2 項。 
ⅱ）1999 年 10 月に欧州理事会は、私法事項において、裁判所判決及びその他の決
定の相互承認の原則を司法協力の基礎として位置づけ、欧州理事会及び欧州委員
会にこの原則の履行確認計画を採択することを求めた。ローマⅠ規則前文第 3 項。 






する必要がある。ローマⅠ規則前文第 4 項、第 6 項。 
ⅳ）かかる必要に応える「統一的規則」がそれによって指定される法の如何にかか
わらず一貫して適用される場合のみ、共同体の訴訟当事者間における競争を歪め
る危険を回避できる（ローマⅡ規則前文第 6 項）。 
ⅴ）前文第 6 項の競争を歪める危険の意味については、以下の二つの視点からの指
摘が参照されよう。 
① 上記ブリュッセルⅠ規則は EU の連合内事件と連合外事件のいずれにも適用
されるのであって、構成国である A 国と B 国の各企業が、非構成国である C










                                                                                                                                 
ぞれ異なる抵触法が適用されることになれば、A 国企業と B 国企業の置かれた
条件は異なるものとなり、競争を歪める。高杉・ローマⅡ（前掲註 330 参照）
脚註 6。 











ⅵ）不法行為地方（lex loci delici commissi）の原則は、ほとんどすべての構成国
におけて契約外債務の基本的な解決であるが、事件の構成要素が複数の国に分散
している場合には、その原則の実際の適用は異なって解決されている状況が不安






則前文第 8 項。 
ⅶ）一般規定によっては関連する諸利益の間の合理的な均衡をえられない特別の不




にはこれらの目的をみたすべきである。ローマⅡ規則前文第 11 項。 















                                                          
333 Legal Framework (前掲註 9 参照), p.85. 











高い予測可能性及び確実性をもたらす。杉浦・改正（前掲注 327 参照）3 頁以下。 
ⅱ）さらに、準拠法選択の有効性が担保されなくてはならない。すなわちローマⅠ
規則 3 条 5 項は、準拠法条項にたいする法適用の実体的要件ともいうべきものを
規定し、「準拠法の選択に関する当事者の合意の成立及び有効性は、第 10 条、11
条及び 13 条の規定に従って決定されなければならない」とする。 
 その 10 条は、選択の合意とその実質的有効性にたいする判断基準である。条







                                                                                                                                 
See, Norma Pepe, Rome I and Rome II: A Handbook to. Determine the Law 
Governing Contractual and. Non-Contractual Obligations. (Paul Hasting Stay 
Current) (Oct.2010) (www.paulhastings.com/ assets/publications/1748.pdf). 
(Pepe, Handbook と略称). 
ⅲ）不法行為や不当利得などの非契約債務に関してのみ、ローマⅡ規則の適用とな



























分析がされている。福井・EU(前掲註 330 参照) 106 頁以下。   
さらに上記のような対立の基礎になっている根拠付けについて、「当事者自治」
の視点にかかわる導入の是非という観点から詳細な検討をしたものとして、参照、
高杉・ローマⅡ(前掲註 330 参照)、386 頁以下。 
ⅳ）ローマⅡ規則は、準拠法選択に関する当事者の指示を重視したいわば前提的な
規定(第 14 条)に先立って、4 条において不法行為一般の準拠法について損害発生
国の法が原則である旨明らかにし、5 条以下において、一定の限定的な場合の適
用法について規定する。すなわち、製造物責任（第 5 条）、不正競争（第 6 条）、














                                                                                                                                 




条を適用する。」（引用者註；4 条 1 項は、上述のように不法行為による契約
外債務は損害発生地国の法適用とする。4 条 2 項は、責任を問われている者
と被害者の両者が損害発生時に同じ国に常居所を有した場合には、契約外債
務はその国の法による。4 条 3 項は、事件のすべての事情から、その不法行
為が別の国と明らかにより密接な関係がある場合には、その国の法が適用さ
れる。そしてその明らかな密接な関係は、4 条 3 項 2 文において、事前に存
した当事者間の契約関係のような密接に関係した事柄をいうとしている。）」 
 3 項は以下のように、市場の競争制限にかかわる不法行為責任の場合を規定する。 
「3. (a) 競争の制限から生じた契約外債務にたいする準拠法は市場が影響を
受ける、又は受けるおそれのある国の法である。 























                                                          
335 Legal Framework (前掲註 9 参照), p.85. 
336 同規則 5 条 1 項と 5 条 3 項。上記註 327 掲記の改正ブリュッセルⅠ規則では、7 条
1 項と 7 条 2 項。 
337 See, Legal Framework (前掲註 9 参照), p.85. 破棄院は、ブリュッセルⅠ規則におけ
る 5 条 1 項（改正同規則 7 条 1 項）（契約事件における加盟国内に住所を有する者が
他の国の裁判所に訴えられる要件を定める）ではなく、5 条 3 項（不法行為事件に
おける裁判管轄は損害発生地の裁判所とする）の適用がされるとした。See, Legal 
Framework (前掲註 9 参照), p.85. 
  そこで、ブリュッセルⅠ規則 5 条（改正同規則 7 条項）をみると、同項は、加盟
国内に住所を有する者が「他の加盟国の裁判所に訴えられる」場合となる特別裁判
管轄について、その 1 項から 7 項までの場合を列挙する（改正同規則 7 条 1 項から
7 項）。 
  その第 1 項の a 号と b 号は、他国裁判所に訴えられる場合について a. 号において、
「契約事件においては、請求の基礎となっている義務が履行された地又は履行され
るべき地の裁判所」と規定する。 





で、c 号は、a 号については b 号が適用されない場合に適用されることを留保する。 






























                                                                                                                                 
日の理事会規則（EC）44/2001（ブリュッセルⅠ規則）［訳］」国際商事法務 2002
年 3 号 147 頁以下。ブリュッセルⅠ規則と 2012 年同改正規則との条文関係の対応
については、同改正規則を掲載した OJ 20. 1.2012, L351/29 以下に、新旧条文の対
応表が添付されている。 
338 Legal Framework (前掲註 9 参照), p. 85. その場合加盟国の不公正取引慣行に対す
る個別の規制が示すそれぞれの限定から、抵触法の決定における準拠法問題でも一
定の前提的条件が踏まえられなければならない。Legal Framework (前掲註 9 参照), 
p.85. 























制限的商慣行法（le droit des pratiques restrictives）によった規制が問題
                                                          
340 Legal Framework (前掲註 9 参照), p. 85.優先的強行規定（Overriding mandatory 








341 Legal Framework (前掲註 9 参照), p.85-6. 
342 前掲註 340 参照。 
184 
になっている場合には、競争法と同一に扱われるであろう。したがって、























                                                          
343 Legal Framework (前掲註 9 参照), p.86.なお、フランス商法典 L.442-6 については、
前掲の註 9 論文を参照。 
344 前掲註 10 参照。 


















                                                          
346 サプライチェーン規制にかかわる事業者間取引の問題は、ローマⅠ規則の消費者及
び労働者の保護規定との比較、対照による検討がされねばならない。Cafaggi, 




ⅱ）ローマⅠ規則第 6 条は準拠法選択における消費者保護を規定し、先ずその第 1
項は、事業者対消費者間の契約は、消費者の常居所地の法を適用する旨述べる。


























  さらに第 3 項は、上記第 1 項の a 号と b 号の要件に適合しない場合の 3 条及び
4 条に従った処理となることを規定する。 
ⅲ）ローマⅠ規則第 8 条は、個人雇用契約を規定し、第 3 条の当事者間の法選択の
自由を原則とするも、消費者保護にかかわる上記 6 条 2 項と同様の弱者保護の規
定をおく。すなわち、「合意で免除できない規定により労働者に付与される保護を
労働者から奪うような」結果を禁ずる。参照、杉浦・改正（前掲註 327 参照）、8









ル／フィレンツェ報告書の認めるところである。Legal Framework (前掲註 9 参
照), p.86. 
347 Legal Framework (前掲註 9 参照), p.86. 

































                                                          
349 Cafaggi, Contractual Networks (前掲註 317 参照), p.210, Legal Framework (前掲
註 9 参照), p.86 . 
350 Legal Framework (前掲註 9 参照), p.86 . 





























                                                          
352 ローマⅡ規則 16 条は「この規則のいかなる規定も、法廷地法の規定が、当該契約外
債務準拠法のいかんにかかわらず強行的である場合には、それらの規定の適用を制
限しない」と規定する。 




























                                                          
354 See,Legal Framework (前掲註 9 参照),p.87. ローマⅡ規則 6 条の適用されるルール
にたいし、単独の当事者にかかわる利益が重要である場合には、当事者が準拠法の
選択をすることができる旨法改正をするべきであるとの議論がされている。See, 
Legal Framework (前掲註 9 参照), p.87 . 
355 Legal Framework (前掲註 9 参照), p.87. 
190 
り、他の場合には流通業者の法になるという不一致を生ぜしめる。 





（同規則 4 条 3 項）。②裁判官は法廷地の強行法規を適用するために流通業













るのならば、上記ローマⅡ規則 6 条が適用される。 
その際、準拠法の決定は以下のような決定の規準による。①ある加盟国に
おいて競争関係や消費者の集団的な利益が影響を受けるのなら、その国の法
が準拠法となる（6 条 1 項）。②もっぱら特定の競争者の利益が影響を受ける
のなら、かかる影響の生ずる国の法が準拠法となる（6 条 2 項及び 4 条）。あ
                                                          
356 当ローマⅠ規則 3 条によって契約に適用される準拠法を選択する当事者自治の例外
として、4 条は個別的な契約類型に適用される準拠法を指定している。 
357 Legal Framework (前掲註 9 参照), p.87．前掲註 337 及び 338、さらにその該当本
文参照。 




条 2 項による両当事者の共通居住地の法、あるいは同 1 項の損害発生地国の




争法の適用になり（ローマⅡ規則 6 条 1 項）、あるいは通常の契約外債務に


















                                                          
359 Legal Framework (前掲註 9 参照), p.88.前掲註 337 及び 338、さらにその該当本文
参照。 
360 Legal Framework (前掲註 9 参照), p.114． 
192 


























                                                          





















                                                          
362 Legal Framework (前掲註 9 参照), p.114． 
363 本報告書も触れている英国における 2002 年スーパーマーケット行動綱領と 2013 年
綱領審判官法は、同国の競争法制のユニークは特徴である「独占付託（monopoly 
reference）」と「市場調査（market investigation）」の制度を規定する 1973 年公正
取引法及び 2002 年企業法の解釈と法適用によって、行動綱領の規制が導かれたもの




































                                                          






























                                                          
366 拙稿、新展開、52 頁以下（Ⅱ, 1, 1), 1-1), ⅰ), c)）、190 頁以下（Ⅴ, 2, 5), 5-3)）、196


































 参照、拙稿・ドイツ酪農乳業(前掲註 7 参照)103 から 104 頁、拙稿・規制理論(前































































































                                                          





                                                          


















































ⅲ）以上の類型化を前提にして、報告書は EU 加盟 28 か国について、不公正慣行の
類型別規制状況を私的規制と公的立法について、採用する国の多寡をグラフで示し
ている。本稿後掲のグラフ 2「加盟 28 か国の選択的不公正慣行をカバーする立法
と私的規制のタイプ」参照。Legal Framework (前掲註 9 参照), p. 105、Figure 3. 
371 その結果は、欧州委員会のグリーンペーパーによる慣行の分類とは異なるものと
なっている。下記の表 5 を参照。 
表 5； 報告書の分析によりとらえられた不公正慣行の例と欧州委員会グリーンペーパー



























































グラフ 2；加盟 28か国の選択的不公正慣行をカバーする立法と私的規制のタイプ* 
 














































不公正慣行のグル―プ（上掲 2-2 における脚註 371 表 5 の「報告書の分析に
                                                          
373 グラフ 3；国家立法による小売業と食品部門について、選択的不公正取引慣行をカ
バーする範囲；濃色は一般／小売部門、淡色は食品部門のみ。Legal Framework (前
掲註 9 参照), p. 104, Figure 2. 
 
374 Legal Framework (前掲註 9 参照), p.117-118． 
































中核となる不公正慣行の少なくとも 75%超の場合である。「高い」は 50 から








す国というのは、エストニア及びベルギーが 4 慣行、スロヴェニアが 3 慣行










                                                          





376 Legal Framework (前掲註 9 参照), p.113.  



























オーストリア 競争当局(国) 高い 無 不可 競争当局(国) 高い 無 不可 
ブルガリア 競争当局(国) 限定的 有 不可 競争当局(国) 限定的 有 不可 
クロアチア 州調査官 非常に高い 有 可能 州調査官 非常に高い 有 可 
キプロス 競争当局(国) 中位 無 可能 競争当局(国) 中位 無 可 
チェコ共和国 ― ― ―  競争当局(国) 高い 有 可 
フランス DGCCRF*1 高い 有 可能 DGCCRF 高い 有 可 
ドイツ 競争当局(国) 中位 有 可能 競争当局(国) 中位 有 可 
ハンガリー 競争当局(国) 高い 有 可能 NÉBiH*2 高い 有 可 
イタリア ― ― ― ― 競争当局(国) 非常に高い 有 不可 
ラトヴィア 競争当局(国) 中位 有 可能 競争当局(国) 中位 有 可 
リトアニア 競争当局(国) 高い 有 可能 競争当局(国) 高い 有 可 
ポルトガル ASAE*3 高い 有 不可 ASAE 高い 有 不可 
ルーマニア 競争当局(国) 高い 無 不可 全国消費者保
護局及び財務
省 
高い 有 不可 
スロヴァキア ― ― ― ― 農業省 中位 有 不可 
スロヴェニア 市場調査官 中位 有 可能 市場調査官 中位 有 可 




高い 有 可 
英国 ― ― ― ― 食品雑貨綱領
審判官 




総計 12  ９ ８ 17  15 11 
*1；DGCCRF は、競争・消費者問題・詐欺防止総局（Direction générale de la concurrence, 






ある。以上の記述については、消費者庁の HP から、ホーム ＞ 消費者政策 ＞ 海外
主要国における消費者政策体制等に関する総合的調査目次を参照。 
*2；NÉBiH は、国家食品チェーン安全局（the National Food Chain Safety Office; 
NFCSO）をさすハンガリーの政府部局である。NÉBiH は、農業経営活動に関連する
問題を扱う中央農業局（CAO）と、食品安全局が 2012 年 3 月統合されて、商品チェー
ンの安全性の監督にかかわるすべての側面をになう単一の部局として設立された。ハ
ンガリーの NÉBiH による https://www.nebih.gov.hu/en/の英文による紹介ページを
参照した 
*3 はポルトガル食品及び経済安全局 Portuguese Authority for Food and Economic 
Security（ASAE）を指す。食品及び食品外の商品部門における経済活動の監視と法
的ルールの順守を監督する。違反にたいしポルトガル競争当局が制裁を課し、合わせ
て民事賠償も課される。ASAE は 2013 年個別制限的取引慣行法（Decree-Law n○ 
166/2013 of 27 December on individual restrictive trade practices）により、不公正
















                                                          
378 Legal Framework (前掲註 9 参照), p.118. 





























                                                          
380 前掲Ⅱ. １.（３）４）における 4-1）及び 4-2）を参照。 




EU28 か国 立法／私的規制の枠組み 類型* 
オーストリア 競争法 CL 
1984 年不正競争防止法（Nr. 448） UC 
1977 年地方供給法（Nr. 392） B2B 
2010 年 4 月 6 日市場慣行と消費者保護の関係法 O 
ベルギー 経済競争保護法（2006 年 9 月 15 日） 
2010 年 4 月 6 日市場慣行と消費者保護の関係法（2010 年 4 月 12
日ベルギー施行），95-99 条 
 
ブルガリア 2008 年競争保護法（Nr. 102） CL/UC
クロアチア 取引法（Nr. 87/08, 96/08, 116/08, 76/09, 114/11, 68/13） B2B 
宣伝広告禁止法（Nr. 43/09） B2B 
融資及び破産前和解法 Nr. 108/12, 114/12, 81/13 B2B 
債務関係法, Nr. 35/05, 41/08, 125/11 O 
キプロス 1991 年法 第 513 号 いわゆる「商法典」44-55 条 CL 
2000 年誤認誘導及び比較広告管理法（Nr. 92(I)/2000） B2B 
チェコ共和国 1991 年法 第 513 号 いわゆる「商法典」44-55 条 UC 
2009 年法 第 395 号 いわゆる「農産物及び食品販売における重
大な市場力及び濫用法」 
FD 
いわゆる「廃棄法にかかわる民法典」2012 法 第 89 号，1964 年
法 第 40 号 
O 
デンマーク デンマーク市場慣行法，統一法 No. 58/2012, 1 条及び 3 条 O 
1996 年デンマーク契約法（781/1996） O 
エストニア 広告宣伝法 B2B 
2001 年債務法 O 
2002 年民法典総論 86 条 O 
フィンランド 1978 年不公正取引慣行（ビジネス）（法 第 1061 号） UC 
1993 年事業者間契約法不公正条項（法 第 10623 号） B2B 
契約法（Nr. 228/1929） O 
210 
フランス 商法典 L. 420-2 al. 2（経済的従属性の濫用） CL 
1804 年民法典 1382-1383 条 UC 
商法典 L. 330-3（流通,フランチャイズ,代理店） B2B 
商法典 L. 441-3（送り状、内容及び詳細情報） B2B 




商法典 L. 442-2（コスト割れ販売） B2B 
商法典 L. 442-5（再販売価格下限） B2B 
 商法典 L. 442-6, titre IV, livre IV（制限的慣行） B2B 
 2010 年 7 月 27 日農業漁業現代化法（2010 年；農産物について）FD 
 消費者法 L. 120-1, L. 121-1 I 条 III 条（不公正な商取引法） O 
 民法典 1134 条（契約自由の原則「適法に形成された合意は，そ
れを行なった者に対しては，法律に代わる」；契約上の誠実），1137
条 & 1147 条 & 1150 条（契約上の義務及び契約上の責任） 
O 
ドイツ 競争制限禁止法，（BGBl I, 1081） CL 
 2004 年不正競争法（BGBl I, 1414 ff.） UC 
 1896 年ドイツ民法典（RGBl, 195) O 
ギリシャ 1914 年の「不正競争に関する」法（Nr. 146） UC 
 1994 年の「消費者保護に関する」法（Nr. 2251） O 
ハンガリー 1996 年不正及び制限的市場商慣行禁止法（法ＬⅦ） CL/UC
 2005 年取引法（法 CLXIV） B2B 
 2008 年ビジネス宣伝広告活動に関する重要条件及び制限 
（法 XLVIII） 
B2B 
 2009 年農産物食品供給業者にたいする不公正流通行動禁止法 
（法 XCV） 
FD 
 1959 年ハンガリー共和国民法典（法Ⅳ） O 
アイルランド 2012 年 EC 規則（商取引における支払い遅延） 
（S. I. No. 580/2012）、2013 年 EC 規則（S.I. No. 74/2013） 
（商取引における支払い遅延）によって改正 
B2B 
 1893 年商品販売法（1980 年商品販売役務提供法により部分改正
（法 16）、及び 1995 年消費者与信法（法 24）、12 条から 15.条
O 





イタリア 1942 年イタリア民法典 2598 条（不正競争行為） UC 
 1998 年.6 月 18 日法（Nr. 192）9 条（製造活動における下請け関
係に関する） 
B2B 
 2002 年 10 月 9 日政令（Nr. 231），EC 支払い遅延指令（2000/35）
7 条の国内法令転換 
B2B 
 2004 年 5 月 6 日法（Nr. 129），「商業的属性に関する」（フラン
チャイズ）6 条 
B2B 
 誤認誘導,宣伝広告に関する 2007 年 8 月 2 日政令（Nr. 145） B2B 




 イタリア民法典．1341 条から 1342 条（不公正モデル契約条項） O 
 政令（2005 年 9 月 6 日）（Nr. 206）（消費者法），18 条から 27
条 
O 
ラトヴィア 2008 年競争法 13 条 1 項, 13 条 2 項 及び 18 条，小売業者によ
る ADP に対する特別規定含む 
RT 
 1999 年広告宣伝法 B2B 
リトアニア 1999 年リトアニア共和国競争法（Nr. 30-856） UC 
 2000 年リトアニア共和国広告宣伝法（Nr. 64-1937） B2B 
 2003 年リトアニア共和国商取引支払い遅延防止法（法 123-5571）
9 条 
B2B 
 2009 年リトアニア共和国小売業不公正慣行禁止法（Nr. 1-31） RT 
 2000 年リトアニア共和国民法（Nr. 74-2262） O 
ルクセンブルク 2002 年不正競争防止及び商慣行法 UC 
マルタ 商法典第 III 節（競争の限界）から第Ⅱ説まで（Chapter 13 of the 
Laws of Malta），32 条から 37 条 
UC 
 取引概要法（Chapter 313 of the Laws of Malta），（1986 年の法
XXII により制定） 
B2B 
ポーランド 1993 年不正競争防止法  UC 
 1964 年民法典 O 
 2001 年医薬品 O 
ポルトガル 2012 年法第 19 号（競争法） CL 
 政令（Nr. 446）（1985 年 10 月 25 日）（不正契約条項），第Ⅱ編
（事業者間関係） 
B2B 
 政令（Nr. 62）（2013 年 5 月 10 日）（商取引の支払い遅延禁止） B2B 
 政令（Nr.º 166）（2013 12 月 27 日）個別制限取引慣行） B2B 
 政令（Nr. 446)（1985 10 月 25 日）（不正契約条項)、他条項 O 
ルーマニア 1996 年競争法（Nr. 21） CL/UC
不正競争法（Nr. 11/91） B2B 
2009 年食品販売促進法，（Nr. 321） FD 
212 
スロヴァキア 1991 年「商法典」（Nr. 513） UC 
2012 年食物関連取引における不合理条件に関する法（2013 年 1






1993 年年競争保護法（Nr. 18） UC 
1991 年スロヴェニア憲法 74 条第 3 パラグラフ（Nr. 33I） UC 
メディア法（EU 指令 114/2006 に基づく） B2B 








1991 年不正競争法 16 条 2 項（Nr. 3） UC 
1988 年一般広告宣伝法（Nr. 34） B2B 
1996 年小売取引法（Nr. 7） RT 
2013 年食品チェーン機能改善措置法（Nr. 12) FD 
商法典 57 条 O 
民法典 7 条，1258 条 O 
期限及び販売条件法（1998 年 4 月 13 日（Nr. 7） O 
スウェーデン 
 
2008 年スウェーデン販売促進慣行法，（Nr. 486） UC 
1915 年スウェーデン契約法 O 
オランダ 1992 年オランダ民法典 B2B/O 
英国  2008 年誤認誘導、販売促進ビジネス保護規制（Nr. 1276） B2B 
2013 年食品雑貨綱領審判官法 FD 
*凡例；CL = 競争法; UC = 不正競争法; B2B = 事業者間特別法; RT = 小売部門特別法; 












                                                          



























                                                          
383 Legal Framework (前掲註 9 参照), p. 119. 
384 Legal Framework (前掲註 9 参照), pp. 119. 


























                                                          
386 前掲Ⅱ. １.（２）を参照。 
387 Legal Framework (前掲註 9 参照), pp.25-26．前掲Ⅱ．１．３）を参照。 































                                                          
































































































                                                          
391 ジョセフ・E. スティグリッツ／カール・E. ウォルシュ共著、藪下ほか 6 名共訳『ス
ティグリッツ・ミクロ経済学（スティグリッツ経済学シリーズ）第 4 版』（2013 年、
東洋経済）486 頁（スティグリッツ・ミクロ経済学と略称）。 
  スティグリッツによれば、市場経済におけるこのようなインセンティブ問題の解




392 スティグリッツ・ミクロ経済学(前掲註 391 参照)、8 頁、481 頁、とりわけ 13 頁か
















































































註 299 及び該当本文参照。 
395 参照，スティグリッツ・ミクロ経済学（前掲註 391 参照）、505 頁。及び、伊藤秀史、
小佐野広『インセンティブ設計の経済学―契約理論の応用分析』（2003、勁草）序章
参照。 
396 スティグリッツ・世界（前掲註 390 参照）、第 2 章、根本、新自由主義（前掲註 390
参照）、100 頁。 
397 スティグリッツ、世界（前掲註 390 参照）、79 頁。 






























                                                          




























                                                          
400 前掲Ⅵ．２．（４），３），3-6）におけるⅴ及び註 390 の根元論文の指摘参照。 






























                                                          
402 Legal Framework (前掲註 9 参照), p. 121． 





























                                                          
404 Legal Framework (前掲註 9 参照), pp. 121-2. 














  機能的アプローチ（法領域の区別を明らかにしない）＝ 






































の調整がされるべきである。このことは EU の供給業者が EU 外の小売業者




                                                          
406 例えば 2007 年夏英国の「価格戦争（price war）」例を参照。前掲Ⅲ. ２．（７）1-3)
における「ⅰ）競争の下流市場とコンフリクトのもとにある交換関係の結びつき」
及び註 226 を参照。 






























                                                          
408 Ⅲ.２．の「（２）依頼人／代理人関係のモデルにおけるエージェンシー問題」にお






























































































































































る」。石倉・市場（前掲註 171 参照）、800 頁。 
412 植村博恭・磯谷明徳・海老塚明著『新版 社会経済システムの制度分析』（名古屋大






























                                                          
413 佐藤良一編『市場経済の神話とその変革：「社会的なこと」の復権』（法政大学出版
局 2003 年）（比較経済研究所研究シリーズ／法政大学比較経済研究所）、「第 3 章市
場と権力」（佐藤執筆部分）144 頁。 
414 拙稿。綱領審判官、Ⅳ．２．，1）（109 頁以下）参照。 























                                                          








Enterprise Act 2002:2002 c.40，（www.legislation.gov.uk の HP より入手）． 

























































1) 不公正な取引慣行の規制が国家や EU の公的規制、私的規制、あるいはそ
の混合のアプローチをとるにしろ、競争にかかわる保護の法目的にしたがう
                                                          




























度が創設された。また 2014 年 7 月ドイツでは、相対的な市場支配力の規定






















                                                          
419 B2-58/09,Fallbericht vom 28.08.2014: Verstoß gegen das „Anzapfverbot“ durch 








欧州委員会；ブリュセッル、2013年1月31日 COM (2013) 37 final 
Green Paper on Unfair trading practices in the business-to-business food 







総生産（GDP）の 4.3％を占め、その雇用者総数のうち 1870 万人（比率で 8.3％）











20 年を超えて B2B の食品と非食品のサプライチェーンは、経済的、社会的
そして人口統計上の理由から相当の変化を経験している。高まる集中と垂直統





























提供する作業を 2010 年におこなう決定をした。2011 年に専門家会議は食品サ
プライチェーンにおける垂直関係における公正な慣行と不公正な慣行にかかわ
る原則と慣行例を示した。この原則と慣行例については、欧州の食品サプライ





的な排除措置を確定するのに失敗しており、また 2012 年 12 月 5 日の閣僚級
フォーラムにおける第 3 回会合時にサプライチェーン全体を通じた代表の支持






































































































































1) UTPs にかかわる上記定義に同意をするか。 
































食品及び非食品部門の B2B について UTPs が課されることは、ビジネスの
影響として経済全体に損害をおよぼす効果を生ぜしめる。 







委員会スタッフの作業書面は「小売市場監視報告（the Retail Market 
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Monitoring Report）」をともなうものであり、フランスの UHT 牛乳事件の例
が引用されている。フランスアグリメール(FranceAgrimer)の管理する価格及
びマージンの監視によると、UHT 牛乳の最終消費者価格における生産者の価
格の取り分（非マージン）は、2005 年から 2009 年の期間に 32.2％から 25.9％
に下降した、すなわち明らかに生産者の投資能力を損ねている。さらに「欧州
食品チェーンの機能改善」の付属書類「EU の食品チェーンにおける価格転移
































































































は良俗違反（contra bonus mores）の行為、誠実（good faith）の原則に一致
する成果／交渉、良俗（good mores）、公正あるいは忠実（loyalty）のような
概念にかかわる。かかる諸原則一致しておらないことは、典型的には契約を裁



















己規制が UTPs に対処するため選択された手段であった。それとは逆に、 




















3.2. EU レベルでの不公正取引慣行にたいする保護 
UTPs 問題が、近時のいくつかの EU の指導による活動において提起されて







EU 競争法はある種の UTPs をあつかうが、すべてをあつかうものではない。 
ほかに部門横断的な EU の手段は、取引関係における不公正慣行に対処する
ことを目指している。不公正な商業慣行指令は、問題となるビジネス対消費者


















































































14) EU レベルでさらなる行動がとられるべきと考えますか。 









































4.2. EU レベルにおけるエンフォースメント機構 




B2B の誤認誘導マーケッティング慣行に関しては、委員会は 2012 年見解に






























































































































































（加盟国を通じた選択された食料品価格の多様性比率（2008 年 6 月）のグ
ラフは省略）（21 頁） 



















5.8. UTPs の共通した特徴 
取引関係において被ったコストを弱い当事者に移転し、また事業上のリスク






19) 上記リストは最も重要な UTPs について充分であるか。他のタイプの
UTPs は存するか。 
20) 禁止される UTPs のリストは問題に対処する実効的な手段を設けているか。
このようなリストは規則的に最新のものに改められるべきか。代替的な解決
策は存するか。 



























25) このグリーンペーパーは B2B の食品と非食品のサプライチェーンにおけ
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る
不
合
理
条
件
に
か
か
わ
る
（
20
13
年
１
月
１
日
施
行
）
 
食
品
雑
貨
部
門
特
別
法
農
業
及
び
田
園
地
域
開
発
大
臣
あ
り
 
な
し
 
19
91
年
法
第
51
3
号
い
わ
ゆ
る
「
商
業
綱
領
」
 
不
正
競
争
法
裁
判
官
な
し
 
な
し
ス
ロ
ヴ
ェ
ニ
ア
 
19
93
競
争
保
護
法
（
N
r. 
18
）
不
正
競
争
法
市
場
調
査
官
あ
り
 
 
ス
ペ
イ
ン
 
 1
99
8
法
第
7
号
 
一
般
遵
守
事
項
法
（
G
en
er
al
 C
on
di
tio
ns
 A
ct
 ）
7
条
ｂ
文
そ
の
他
の
立
法
裁
判
所
な
し
 
な
し
 
20
13
年
法
 1
2（
食
品
チ
ェ
ー
ン
機
能
改
善
の
措
置
の
た
め
の
）
食
品
雑
貨
部
門
特
別
法
行
政
機
関
（
Ad
m
in
is
tr
at
io
n 
G
en
er
al
 
de
l E
st
ad
o）
 
あ
り
 
あ
り
 
19
91
年
法
3（
不
正
競
争
法
16
条
2
項
）
 
不
正
競
争
法
商
事
裁
判
所
な
し
 
な
し
 
20
13
年
法
第
 1
2
号
（
食
品
チ
ェ
ー
ン
の
機
能
改
善
の
措
置
た
め
の
）
 
食
品
雑
貨
部
門
特
別
法
行
政
機
関
（
Ad
m
in
ist
ra
tio
n 
Ge
ne
ra
l d
el 
Es
ta
do
）
 
あ
り
 
あ
り
 
民
法
典
19
02
条
 
そ
の
他
の
立
法
裁
判
所
な
し
 
な
し
ス
ウ
ェ
ー
デ
ン
 
立
法
な
し
 
 
英
国
 
20
13
年
食
品
雑
貨
綱
領
審
判
官
法
食
品
雑
貨
部
門
特
別
法
綱
領
審
判
官
あ
り
 
あ
り（
こ
の
場
合
制
裁
金
は
課
せ
ら
れ
な
い
）
 
凡
例
: C
L 
= 
競
争
法
; U
C 
= 
不
正
競
争
法
; B
2B
 =
 事
業
者
間
特
別
法
; R
T 
= 
小
売
部
門
特
別
法
; F
D
 =
 食
品
／
食
品
雑
貨
特
別
法
; O
 =
 そ
の
他
の
タ
イ
プ
の
立
法
 
